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はじめに 
 

 2018年 6月 9日に、カナダで開催されたG7シャルルボワ・サミットにおいて、海洋プラスチック問

題に関して、英国、仏国、独国、伊国、加国およびEUが、「海洋プラスチック憲章」に署名した（米国、

日本は未署名）。この「海洋プラスチック憲章」は、自国でのプラスチック規制強化を進めるものであり、

プラスチック製品の再利用、リサイクル、熱源利用などが規定されている。また、最近の産業界におい

ては、ユニリーバの再生素材利用率向上目標公表、英国マクドナルドのプラスチックストロー利用停止

計画公表などの動きが出ている。さらに、欧州委員会、欧州投資銀行（EIB）、世界自然保護基金（WWF）、
英国チャールズ皇太子の International Sustainable Unit が、持続可能な海洋経済のための金融原則

Sustainable Blue Economy Finance Principles を作成し、大手機関投資家の署名を集める動きを始め

ている。これらのことから、海洋プラスチック問題を契機として、プラスチックの循環利用が国際的に

推進される動きが出てきたと言える。 
 
 国内では、第四次循環型社会形成推進基本計画（平成30年 6月 19日閣議決定）において「プラスチ

ック資源循環戦略」を策定し、これに基づく施策を推進することが定められ、中央環境審議会循環型社

会部会に、プラスチック資源循環戦略小委員会を設置することが決まった。 
 
 以上のような国内外の動きを受けて、国内の化学工業会は、一般社団法人日本化学工業協会、石油化

学工業協会、塩ビ工業・環境協会、日本プラスチック工業連盟、一般社団法人プラスチック循環利用協

会の 5 団体を共同事務局とする「海洋プラスチック問題対応協議会（ＪａＩＭＥ）」（事務局を一般社団

法人日本化学工業協会に設置）を、2018年 9月 7日付で発足し、４つの方針を掲げて活動することを決

めた。 
＜ＪａＩＭＥの活動方針＞ 
① 情報の整理と発信 
② 国内外動向への対応 
③ アジアへの働きかけ 
④ 科学的知見の蓄積 エネルギーリカバリーの有効性検証（LCA）  

 
“④科学的知見の蓄積 エネルギーリカバリーの有効性検証（LCA）”の具体的活動として、プラスチ

ック製容器包装の再商品化手法およびエネルギーリカバリーについて、ライフサイクルアセスメント

（LCA）の手法を使って、環境負荷（CO2排出量、エネルギー資源消費）の削減効果を客観的・科学的

に比較評価した。 
体制としては、ＪａＩＭＥから一般社団法人プラスチック循環利用協会に業務委託し、一般社団法人

プラスチック循環利用協会の中に、ワーキンググループ（WG）を設置した。WGの構成メンバーは次々

頁に掲載した。 
 
具体的なLCA評価としては、平成 19年 6月に実施された公益財団法人日本容器包装リサイクル協会

の LCA 評価に関する報告書「プラスチック製容器包装再商品化手法に関する環境負荷等の検討」を基

に、新たな知見を導入して、家庭から排出される使用済みのプラスチック製容器包装1kgあたりの処理



 

手法別の環境負荷（CO2排出量、エネルギー資源消費）の削減効果を算定した。さらに、処理手法の比

較評価を行い、エネルギーリカバリーが、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクルと比較して環境

面で必ずしも劣るものではなく、プラスチック製容器包装処理として有効な手法の一つであることを示

した。 
 なお、本 LCA 評価および評価結果の報告書の作成については、みずほ情報総研株式会社に委託をし

た。 
また、LCA 評価を進めるにあたり、LCA 算定手法に関する助言や、パレットに関するデータ提供な

ど、多大なるご理解とご協力をいただいた公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に、心より謝意を

表します。 
2019年 3月 
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1. 評価の目的 
（１） 目的および具体的取組み 

本評価は、各再商品化手法（マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル）およびエネルギー

リカバリーの環境負荷削減効果を客観的・定量的に評価、比較することを目的とした。なお、再

商品化手法とエネルギーリカバリーをまとめて処理手法と呼ぶこととする。 
具体的には、平成 19 年 6 月に実施された日本容器包装リサイクル協会の LCA 評価に関する報

告書「プラスチック製容器包装再商品化手法に関する環境負荷等の検討」（以下、H19 報告書とす

る）を基に、新たな知見を導入して、家庭から排出される使用済みのプラスチック製容器包装（そ

の他）（以下、容リプラとする）＊1kg あたりの処理手法別の環境負荷（CO2 排出量、エネルギー

資源消費）の削減効果を算定し、比較した。 
 
＊評価対象とした“プラスチック製容器包装（その他）（容リプラ）”の定義 

 容器包装リサイクル法において「容器包装」とは、商品を入れる「容器」および商品を包む「包

装」であり、商品を消費した場合や商品と分離した場合に不要となるものである。再商品化義務

がある容器包装（分別収集の対象となる容器包装）は、ガラスびん、PET ボトル、紙製容器包装、

プラスチック製容器包装（その他）であり、本報告書で評価対象としたのは、プラスチック製容

器包装（その他）である。 
 
＊日本におけるプラスチック廃棄物の処理（マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、エネ

ルギーリカバリー）の全容 

 本報告書の LCA 評価の内容の理解を深めるため、表 1-1 に日本におけるプラスチック廃棄物

の処理の全容を整理した。 
 一般系廃棄物における容リプラの中でも、PET ボトルや白色トレイのように、単一樹脂で夾雑

物がほとんどない状態で分離分別できるプラスチック廃棄物は、マテリアルリサイクル、ケミカ

ルリサイクルに適しており、高い収率で高い品質の再商品化製品を得ることができる。 
 また、家庭から排出される際に資源ごみとして分別排出される容リプラは、混合プラスチック

であり、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクルの原料として供され、有効に活用されてい

る。しかしながら、上記のような単一樹脂と異なり混合樹脂であることや、夾雑物の存在によっ

て、例えばマテリアルリサイクルでは約半分は製品とならず、残渣となる。この残渣は RPF 利用、

セメント焼成、発電焼却といったエネルギーリカバリーに供される。 
一方、食品残渣等を取り除くもしくは分離することが困難なため、自治体ゴミ（可燃ゴミ、不

燃ゴミ）の一部として家庭から排出されるプラスチック廃棄物は、プラスチック以外の多くの廃

棄物の一部として排出されており、マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルなどの処理には

適さない。そのため、自治体による発電焼却や熱利用焼却などのエネルギーリカバリーにより、

処理・処分されている。 
以上のような実態からわかるように、多種のプラスチックや、プラスチック以外のもの（食品

残渣など）との混合物、もしくはその一部として排出されるプラスチックの処理の手法の一つと

して、エネルギーリカバリーが実施されている（焼却を伴わない“埋立”は、日本の国土が狭い

こと、衛生上の問題などから、難しい）。 
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表 1-1 日本におけるプラスチック廃棄物の処理の全容 

 

 
 
（２） 公開対象範囲 

本検討の結果は広く一般に公開する。 
 
（３） 比較手法 
 比較手法については、製品バスケット法を用いた。 
検討にあたっては、再商品化製品利用製品（再商品化によって得られた製品）とバージン材等

による既製品の代替性確保＝「機能単位の統一」を実施した。なお、再商品化製品利用製品や代

替製品、統一する機能単位については H19 報告書に基づいて設定した。 
 
（４） 比較システムの用語定義等 

比較システムについては、再商品化された再生品を「再商品化製品」とし、これを原料として

加工・成形される製品を「容リプラ利用製品」とした。そして、このような一連の流れを「リサイ

クルシステム」と呼ぶ。一方、容リプラ利用製品が代替していると考えられる既製品を「オリジ

ナル製品」とし、これを製造する一連の流れを「オリジナルシステム」とした。 
そして、各処理手法でのリサイクルシステムとオリジナルシステムの環境負荷の差異から環境

負荷削減効果を算定した。 

２０１６年実績値

分類 数量（万トン）

マテリアルリサイクル フレーク・ペレット 20 *1

ケミカルリサイクル ポリエステル原料 0.3 *2

白色トレイ マテリアルリサイクル 0.6 *3

マテリアルリサイクル パレット、コンパネ 34 *4

ケミカルリサイクル 高炉還元剤化／コークス炉化学原料化／ガス化／油化 28

ＲＰＦ・セメント原燃料 25

発電焼却 185

熱利用焼却 25

未利用
（比較）

単純焼却 56

未利用 埋立 20

407

マテリアルリサイクル 138

ケミカルリサイクル 高炉還元剤化／コークス炉化学原料化／ガス化／油化 9

ＲＰＦ・セメント原燃料 131

発電焼却 96

熱利用焼却 54

単純焼却 24

埋立 40

492

899

*1,*2,*3,*4の数量は、日本容器包装リサイクル協会のデータである。プラスチック循環利用協会の一般系廃棄物のマテリアルリサイクルの数量は６８万トンであり、*1,*3,*4の合計より多い。

処理手法処理ルート

エネルギーリカバリー
（サーマルリサイクル）

エネルギーリカバリー
（サーマルリサイクル）

その他

PETボトル

容リ協（容リプラ）

（合計）

未利用

業者委託処理

業者委託処理・自治体委託処理

容リ残渣＋自治体独自処理

未利用

有効利用

自治体ごみ
（可燃ごみ／不燃ごみ）

4398万トン(H27)

一般系廃棄物

(小計）

産業系廃棄物

（小計）
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2. 評価・検討の対象 
（１） 処理対象物 
 プラスチック製容器包装（その他）（容リプラ）を対象とした。なお、容リプラは通常、マテリ

アルリサイクル、ケミカルリサイクルに供されるが、エネルギーリカバリーの RPF 利用、セメン

ト焼成については、仮に容リプラがこれらの手法で処理されたとして評価を実施した。さらに、

発電焼却は通常、自治体ゴミを処理する手法であることから、仮に容リプラが自治体ゴミの一部

として処理されたとして評価した。 
 

（２） 対象処理手法 
a） H19 報告書の対象手法等 

 H19 報告書では、表 2-1 のとおりに処理手法、容リプラ利用製品および、代替される製品を設

定していた。 

表 2-1 H19 報告書において対象としていた処理手法、容リプラ利用製品、代替される製品 

 
 
 対象手法・製品について、現在の状況から見て H19 報告書と同じでよいかを検討した。 
 

b） マテリアルリサイクルの代表的製品 

 マテリアルリサイクルの平成 29 年度の用途別割合は次のとおりである。 

 
図 2-1 マテリアルリサイクルの再商品化製品の用途別割合 

（出典：日本容器包装リサイクル協会 Web サイト） 
 

手法 容リプラ利用製品 代替される製品
マテリアルリサイクル パレット ワンウェイ・リターナブルのプラスチックバージン

パレット及び木材パレット
プラスチック板 コンクリート型枠用合板（木材）
再生樹脂 バージン樹脂（PE、PP）

ケミカルリサイクル
油化 生成油 ナフサ、A重油、C重油等
ガス化 化学原料 都市ガス等から製造するアンモニア

熱利用 重油
高炉還元 高炉還元剤 原料炭

微粉炭
コークス炉化学原料化 コークス、化学原料他 原料炭

エネルギーリカバリー
RPF利用 RPF 石炭
セメント焼成 セメント原燃料 石炭
発電焼却 電力 系統電力
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 上記より、パレット、再生樹脂の占める割合は多く、マテリアルリサイクルの代表的な製品と

考えられる。一方、H19 報告書で対象としていたプラスチック板は、平成 29 年度時点では 1.4%
と、再商品化の実態がほとんどなくなったため、対象製品から外した。なお、マテリアルリサイ

クルという手法における一つの事例であるため、対象から外してもマテリアルリサイクルという

手法は残る。 
 パレットについては、H19 報告書ではワンウェイパレット（新規樹脂代替および新規木材代替）、

リターナブルパレット（新規樹脂代替および新規木材代替）について評価をしていた。その後、

日本容器包装リサイクル協会は、平成 29 年 1 月の「平成 28 年度プラスチック製容器包装リサイ

クル環境負荷削減効果のインベントリデータの更新」において、パレットの重量や対象を見直し

ている。そこで、今回の算定では上記の報告書を踏まえて、パレットの設定を見直し、リターナ

ブルパレットのみ評価をした。パレット設定の見直しの詳細は、5.1.2 で記載した。 
 なお、再生樹脂はリサイクルペレットであり、中間製品である。そのため、パレットとは位置

づけが異なるため、算定を実施したが他の手法との比較評価は実施しなかった。 
 
c） ケミカルリサイクルの代表的製品 

 ケミカルリサイクルの H23～29 年度の処理手法別販売量は次のとおりである。 
 

 
図 2-2 ケミカルリサイクルの再商品化製品の用途別割合 

（出典：日本容器包装リサイクル協会 Web サイトより作成） 
 
 ケミカルリサイクルとしては高炉還元、コークス炉化学原料化、ガス化が実施されており、代

表的な手法と言える。一方、油化は近年販売実績がない。しかしながら、容リプラの処理手法の

一つとして油化は残っているため、油化の評価は実施した。 
 ただし、油化は H19 報告書において札幌のプラントの事例を基に評価しており、寒冷地である

ため、エネルギー損失が大きく評価されてしまう。仮に温暖な地域にプラント建設すれば、効率

は上昇する可能性があるため、評価結果の解釈について注意が必要である。 
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d） エネルギーリカバリーの代表的手法 

 エネルギーリカバリーの H29 年度の手法別割合は次のとおりである。 
 

表 2-2 エネルギーリカバリーの再商品化製品の手法別割合（2017 年実績） 
（出典：プラスチック循環利用協会「プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状

況 マテリアルフロー図」より作成） 

 

 
 上表より熱利用焼却は地域暖房や温水プールへの利用など実施実績があるものの、熱効率のデ

ータを入手することが難しいため今回の算定対象からは除外した。結果、エネルギーリカバリー

では発電焼却、RPF 利用、セメント焼成を対象手法とした。 
 
e） 評価対象処理手法のまとめ 

 a）～d）の結果を踏まえて、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、エネルギーリカバ

リーで対象とした手法・製品は次のとおりとした。 
 

表 2-3 本評価で対象とした処理手法・製品 

 
 

 

手法 再商品化製品 処理量
（一般廃棄物）

処理量
（産業廃棄物）

処理量
（合計）

処理量全体
に占める割合

エネルギーリカバリー 熱利用焼却 22万トン 48万トン 70万トン 8%

発電焼却 202万トン 85万トン 287万トン 32%

RPF
セメント原燃料 29万トン 138万トン 167万トン 18%

手法 容リプラ利用製品 代替される製品
マテリアルリサイクル リターナブルパレット 新規樹脂パレット

新規木材パレット
再生樹脂 バージン樹脂（PE、PP）

ケミカルリサイクル
油化 生成油 ナフサ、A重油、C重油等
ガス化 化学原料 都市ガス等から製造するアンモニア

熱利用 重油
高炉還元 高炉還元剤 原料炭

微粉炭
コークス炉化学原料化 コークス、化学原料他 原料炭

エネルギーリカバリー
RPF利用 RPF 石炭
セメント焼成 セメント原燃料 石炭
発電焼却 電力 系統電力
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3. システム境界の設定 
3.1  システム境界の全体的考え方 
 H19 報告書では分別基準適合物（以下、ベールという）の投入をシステム境界の始点とし、再

商品化製品の廃棄を終点としていた。しかし、本算定では自治体が行う可燃ゴミの発電焼却と容

リプラの再商品化手法の環境負荷等の比較を実施することを目的としているため、システム境界

を拡張して、容リプラの排出される時点をシステム境界の始点とした。 
ただし、拡張により範囲に含まれた分別収集・ベール化工程については、H19 報告書で評価さ

れていないため、別途データを収集する必要があった。今回は、プラスチック循環利用協会で作

成した、「自治体の収集運搬モデルの構築と LCA 分析」（2019 年）の調査結果を引用した。 
当該調査は、プラスチック製容器包装の収集・運搬・処理に係る環境負荷評価を試みたもので

ある。これまで評価範囲に含まれていなかった収集運搬プロセスを組込むために、東京 23 区と地

方 20 都市の収集・運搬・処理に関する実施状況を整理し、収集・運搬に係る環境負荷の評価も実

施している。 
当該調査報告書より、容リプラと自治体の可燃ゴミ排出における分別収集・ベール化の環境負

荷は下記のとおりとした。 

 

 
図 3-1 分別収集・ベール化における環境負荷 

 
 
 
 

収集
（分別）容リプラ 運搬１ ベール化・

保管所 運搬２ 再商品化工場

【容リプラの場合】

収集（分別） 運搬１ ベール化・保管所 運搬２
投入重量 t 1.000 1.000 1.000 1.000
エネルギー資源消費 MJ 349.5 248.7 557.5 109.2
CO2排出量 kg-CO2 23.7 17.0 21.7 7.3

・・・

注）エネルギー消費、CO2排出量は地方20都市におけるマテリアルリサイクル及びケミカルリサイクルの各手法の値を用いた。

【可燃ゴミの場合】
 発電焼却や単純焼却の場合は、容リプラが可燃ゴミとして収集・運搬・処理されるとした。

注）エネルギー消費、CO2排出量は、地方20都市の値を用いた。

収集
（分別）

可燃ゴミ
（容リプラ） 運搬 ゴミ処理場

収集（分別） 運搬
投入重量 t 1.000 1.000
エネルギー資源消費 MJ 28.0 56.0
CO2排出量 kg-CO2 2.0 4.0

・・・
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3.2  個別手法について 
3.2.1  マテリアルリサイクル 
（１） システム境界 

再商品化製品は、容リプラ利用事業者によって加工されパレット等の最終製品となる。再商品

化製品は中間製品であるためバージン樹脂と比較するのは困難である。そこで、パレット等につ

いては容リプラ利用製品まで拡大し、容リプラ利用製品を同等と設定したことから、それ以降の

使用段階は同等に取り扱われ、オリジナルシステムとの間で相殺されるとした上で、製品使用廃

棄段階までシステム境界を拡張した。 
 

a） パレット 
・ パレット等については、容リプラ利用製品を利用する段階では代替品と同等に利用されると

仮定し、再商品化製品製造、容リプラ利用製品製造後、焼却されるところまでを範囲として考

慮した。製品使用は同等と見なすため使用段階は省略した。 
 
b） 再生樹脂（コンパウンド） 
・ 再商品化製品（減容品等）は、一般には品質が低いため、バージン並みに品質の高い産廃系プ

ラを混ぜて品質を高め、練り直すものである。他の樹脂と混ぜてコンパウンドした後はオリジ

ナルシステムの製品と混合あるいは単独で最終製品の原料として用いられる。最終製品につ

いては明確に把握できていないことから、バージン材との代替率が変化した場合を想定し検

討した。製造後はオリジナルシステムと同様に最終製品化後、使用され、廃棄するまでを検討

した（再生樹脂は中間製品で他の製品とは位置づけが異なるため、他の手法との比較は行わな

い）。 
 
（２） オリジナルシステム 
・ パレット：プラのバージンパレット、木材パレットを対象とした。 
・再生樹脂：バージン樹脂をオリジナルとした。樹脂製造メーカで対応している場合が多いため、

樹脂材、つまり PE、PP を対象とした。ただし、容リプラの再生樹脂（コンパウンド）

を利用する場合、製品強度不足を補うために最終製品の重量を重くし対応したり、新

規樹脂と混合して最終製品を製造したり、必ずしも新規樹脂と同等に扱われていない

ようである。そこで、たとえば、どれだけの量のオリジナル製品（新規樹脂）を置き

換えられるか、代替率等を考慮した上で検討した。 
 

（３） 機能単位とシステム境界 
 家庭から排出される容リプラ 1 kg を手法間の比較を行うための基本的な機能単位と設定した。

さらに、オリジナルシステムとリサイクルクルシステムについては利用製品の特性を考え、各々

の実用単位を機能単位とし統一した。 
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【マテリアルリサイクル（リターナブルパレット（新規樹脂代替））】 

 

図 3-2 リターナブルパレット（新規樹脂代替）のシステム境界 
 
 H19 報告書では、産廃プラの投入効果を消すような算定を行っており、これをシステム境界に

すべて記載していたため、難解であった。今回は、産廃プラを混合しない、容リプラ 100%のパレ

ットの製造による環境負荷削減効果を評価することとし、難解さをなくした。なお、差分の計算

結果である環境負荷削減効果に影響はしない。 
 
【マテリアルリサイクルリサイクル（リターナブルパレット（新規木材代替））】 

 
図 3-3 リターナブルパレット（新規木材代替）のシステム境界 

 
 
 

リサイクルシステム
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オリジナルシステム

素材
(樹脂)
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(C枚)
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D kg = C × b

製品化
（成形等）
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製造

PE+PP＝
D kg

ベール
投入 選別

残渣処理
（エネルギーリカバリー）

破砕・
比重選別
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運搬

容リプラ
1kg

再商品
化製品
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投入運搬ベール化収集
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容リプラ

1kg

B kg
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RPF利用

セメント焼成

※実用単位としてパレット枚数を統一（ここでC枚）

ベール
投入 選別 破砕・比重

選別
再商品
化製品

製品化
(成型等)

パレット
(C 枚)
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リサイクルシステム
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※実用単位としてパレット枚数を統一（ここではC枚）

ベール
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オリジナルシステム
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木材伐採
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加工原木・製材
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化
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1kg
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【マテリアルリサイクル（再生樹脂（コンパウンド））】 

 

図 3-4 再生樹脂（コンパウンド）のシステム境界 
 
 H19 報告書では、実態に合わせて再生樹脂の製品化について新規樹脂、産廃プラの投入を考慮

した上で、プラスチック製容器包装リサイクルの効果を算出するため、産廃プラの投入効果を打

ち消すような算定を行っており、これをシステム境界にすべて記載していたため、算定の考え方

が難解となっていた。今回は、産廃プラを混合せず、容リプラ 100%で再生樹脂を製造することと

みなすことで、環境負荷削減効果を評価することとし、難解さをなくすこととした。他方で、H19
報告書と同様に容リプラのみの再生樹脂に対する新規樹脂の代替率（f）を考慮している。なお、

これにより差分の計算結果である環境負荷削減効果に影響はしない。 
 

ベール
投入 選別 破砕・比重

選別
再商品
化製品 樹脂製造 再生樹脂 焼却・埋立て

リサイクルシステム

1kg
A kg A kg

運搬ベール
化

収集
運搬容リプラ

1kg

ベール
投入 焼却・埋立て

オリジナルシステム

1kg

原油資源
採取 焼却・埋立て

A kg×f

PE/PP（樹脂）

運搬ベール
化

収集
運搬

1kg

容リプラ

A kg×f

※実用単位としてコンパウンド（再生樹脂）重量で代替するが、
代替率fを設定する。

残渣処理
（エネルギーリカバリー）

B kg

発電焼却

RPF利用

セメント焼成
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（４） 残渣の取扱い 
 マテリアルリサイクルの場合、残渣が 50%ほどを占めることから、その処理実態を踏まえ検討

することが重要である。平成 20 年度と平成 29 年度の実績は下記のとおり。 
 

 
図 3-5 平成 20 年度、平成 29 年度のマテリアルリサイクルによるプラスチック残渣の処理状況 

（出典：日本容器包装リサイクル協会 Web サイト） 
 

 
 上記の平成 29 年度の実績を基に、焼却エネルギー回収（発電焼却）、RPF 化（RPF 利用）、セ

メント原燃料化（セメント焼成）の残渣処理による環境負荷を検討した。なお、その他について

は処理の実態が分からないため、それ以外の各手法に比例配分させた。結果、残渣の処理の構成

割合は次のとおりとなった。 
 

表 3-1 マテリアルリサイクルの残渣の処理の構成割合 
単純焼却 発電焼却 RPF 利用 セメント焼成 合計 

0.0% 21.4% 53.2% 25.4% 100.0% 
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3.2.2  ケミカルリサイクル 
（１） 油化 
a） システム境界 
・ 生成油は軽質油、中質油、重質油に分かれる。それぞれナフサ、A 重油、C 重油に相当し、 

ディーゼル燃料、ボイラ燃料等として利用されるところまでを範囲として検討した。 
・ これら製品を最終的に利用する段階では、結局、容リプラが持っていた炭素分と同等の CO2

が排出されるため、投入する容リプラが含有する炭素分（C 分）が全て CO2 になるとして算

定した。 
 
b） オリジナルシステム 
・ 代替している製品（A 重油、C 重油等）を生成油の代替品とし、利用（燃焼）・廃棄するまで

を検討した。 
 

【ケミカルリサイクル（油化）】 

 
図 3-6 油化のシステム境界 

ベール
投入 選別

残渣埋立

減容
固化

熱分解
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化
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運搬容リプラ
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再商品化製品（軽質油）

再商品化製品（中質油）

再商品化製品（重質油）

出荷：D kg

出荷：E kg

共製品（乾留残渣）：H kg

ベール
投入 焼却・埋立て

オリジナルシステム

1kg

資源採取 塩酸製造設備 G kg

原油資源
採取

素材製造

素材製造

塩酸

運搬ベール
化

収集
運搬

1kg
容リプラ

B kg相当（熱量換算）再商品化製品相当（ナフサ原料）

D kg相当（熱量換算）再商品化製品相当（A重油）

E kg相当（熱量換算）再商品化製品相当（C重油）

原油資源
採取 素材製造

原油資源
採取 素材製造

石炭資源
採取 素材製造 石炭（乾留残渣代替） H kg相当（熱量換算）

※実用単位としてそれぞれ軽質油、中質油、重質油が保有する熱量で統一
注）生成油:軽質油(ナフサ相当)、中質油(A重油相当)、重質油(C重油）

自家消費：C kg

自家消費：F kg
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（２） ガス化 
・ ガス化については、①アンモニア製造の原料として利用する場合（化学原料）と②燃料ガス（燃

焼）として利用される場合がある。 
 
a） システム境界 
（化学原料として利用） 
・ ガス化した再商品化製品を合成ガス化し、アンモニア（副生物として炭酸）が製造され利用さ

れるところまでを範囲として検討した。これら製品の最終的な利用段階では、結局、容リプラ

が持っていた炭素分と同等の CO2 が排出されるため、投入する容リプラが含有する炭素分（C
分）が全て CO2 になるとして算定した。 

 
（燃料ガス（燃焼）としてのみ利用） 
・ 燃料ガス利用についてはガス化し熱（製品）として利用するところまでを対象とした。製品の

最終的な利用段階では、結局、容リプラが持っていた炭素分と同等の CO2 が排出されるため、

投入する容リプラが含有する炭素分（C 分）が全て CO2 になるとして算定した。 
 
b） オリジナルシステム 
（化学原料として利用） 
・ 容リプラから製造される合成ガスを投入しない場合のアンモニア製造システムをオリジナル

システムとした。アンモニア等の製品の利用の考え方については、リサイクルシステムと同様

に投入する原料を燃焼させることで対応した。 
 
（燃料ガスとしてのみ利用） 
・ コークスガスの不足分は重油などの原料を減少させることにより対応すると考えられる。そ

こで、C 重油を重油ボイラで燃焼させ合成ガスと同等の熱量をもつ熱を発生させるものとし

て検討した。 
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【ケミカルリサイクル（ガス化（アンモニア製造））】 

 

図 3-7 ガス化（アンモニア製造）のシステム境界 
 
【ケミカルリサイクル（ガス化（燃焼））】 

 
図 3-8 ガス化（燃焼）のシステム境界 
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（３） 高炉還元、コークス炉化学原料化 
a） システム境界 
・ 再商品化製品の高炉還元については、容リプラの再商品化製品である高炉還元剤粒やコーク

ス、微粉炭を吹き込み鉄鉱石とともに高炉還元し、銑鉄が製造されるところまでを範囲とし

て検討した。 
・ コークス炉化学原料化については、容リプラの再商品化製品であるコークス炉化学原料粒を

コークス炉に投入し、ガス、コークス等が製造されるところまでを範囲として検討した。さ

らに、石炭等の増減により、コークス炉内の炭化水素油の増減等まで影響を与える。ここで

は、これらの製品が利用されるところまでを範囲として検討した。容リプラから製造された

ガス、コークス、炭化水素油等は最終的に製品として利用される段階で CO2 となるが、こ

れは容リプラが持っていた炭素分と同等の CO2 が排出されるため、コークス炉あるいは高

炉還元においても、投入する容リプラが含有する炭素分（C 分）が全て CO2 になるとして

算定した。 
 

b） オリジナルシステム 
・ 高炉還元については容リプラの再商品化製品を投入しない場合の既存のシステムにおいて

銑鉄が製造されるところまでのコークス（さらに遡り原料炭、炭化水素油まで検討）や微粉

炭、所内供給エネルギー量の増減をオリジナルシステムとして検討した。 
・ 高炉還元については、従来、メーカではコークス代替として扱ってきた。そこで、コークス

を製造する原料炭との代替を検討した。理論的には微粉炭代替とも考えられるから、微粉炭

代替としても検討した。 
・ コークス炉化学原料化については、原料炭等を投入しガス、コークス、炭化水素油等が製造

され、最終的に製品として利用・廃棄されるところまでを検討した。容リプラと同様に原料

炭等を投入し製造されたコークス等の製品が最終的に製品として利用あるいは廃棄される

段階で CO2 となるが、これら製品について最終的な利用段階まで踏まえ検討した。このた

め、ケミカル利用であってもコークス炉あるいは高炉還元に投入する原料炭等を燃焼させる

ことで対応した。 
・ コークス炉化学原料化のリサイクルシステム・オリジナルシステムにおけるコークス、炭化

水素油、ガスの生成量については H19 報告書と同様とした。 
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【ケミカルリサイクル（高炉還元（コークス代替））】 

 

 
図 3-9 高炉還元（コークス代替）のシステム境界 
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【ケミカルリサイクル（高炉還元（微粉炭代替））】 

 

図 3-10 高炉還元（微粉炭代替）のシステム境界 
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【ケミカルリサイクル（コークス炉化学原料化）】 

 

 

図 3-11 コークス炉化学原料化のシステム境界 
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（４） 残渣の取扱い 
 ケミカルリサイクルの場合、油化、ガス化、高炉還元、コークス炉化学原料化それぞれで残渣

の取扱いが異なる。 
 
a） 油化・ガス化 
 油化・ガス化については、ベールを全て投入するため、有効利用されない金属類は残渣として

埋立処理されるとした。 
 
b） 高炉還元 
 高炉還元について、表 4-4 で示すとおり、残渣は約 23%を占めることから、その処理実態を踏

まえ検討することが重要である。平成 20 年度と平成 29 年度の実績は下記のとおり。 
 

 
図 3-12 平成 20 年度、平成 29 年度のケミカルリサイクルによるプラスチック残渣の処理状況 

（出典：日本容器包装リサイクル協会 Web サイト） 
 
 上記の平成 29 年度の実績を基に、焼却エネルギー回収（発電焼却）、RPF 化（RPF 利用）、セ

メント原燃料化（セメント焼成）の残渣処理による環境負荷を検討した。なお、その他について

は処理の実態が分からないため、それ以外の各手法に比例配分させた。結果、残渣の処理の構成

割合は次のとおりとなった。 
 

表 3-2 高炉還元の残渣の処理の構成割合 
単純焼却 発電焼却 RPF 利用 セメント焼成 合計 

6.6% 11.3% 23.1% 59.0% 100.0% 
 
c） コークス炉化学原料化 

 コークス炉化学原料化では、表 4-5 で示すとおり、プラスチックは全て有効利用されるため、

金属類が残渣として埋立処理されるとした。 
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3.2.3  エネルギーリカバリー 
（１） RPF 利用 
a） システム境界 
・ 搬送されてきたベールを産廃プラで行っているように RPF 製造化ラインへ直接投入するこ

とは難しく、開梱、手選別や磁選機による金属類などの異物除去、光学選別等を用いた PVC
除去の実施後、RPF 製造ラインへと送られることになると想定される。 

・ RPF については製造し熱として利用、つまり燃焼して CO2 になるまでを検討した。 
 
b） オリジナルシステム 
・ 製造した RPF は固形燃料であり、製紙業等で利用されるが石炭ボイラなど従来石炭代替と

して利用されてきた。 
・ そこで、石炭代替として検討した。 
 
【エネルギーリカバリー（RPF 利用）】 

 
図 3-13 RPF 利用のシステム境界 
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（２） セメント焼成 
a） システム境界 
・ 前処理については RPF 利用と同様である。 
・ そこで、ベールの選別等の前処理装置を加えた上で、セメント焼成の一次破砕、二次破砕装

置をつけて処理することを想定し検討した。 
・ セメント焼成のために二次破砕し、熱として利用、つまり燃焼して CO2 になるまでを検討

した。 
 
b） オリジナルシステム 
 ・セメント焼成についても RPF 利用と同様に石炭代替として検討した。 
 
【エネルギーリカバリー（セメント焼成）】 

 
図 3-14 セメント焼成のシステム境界 
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（３） 発電焼却 
発電焼却は、これまでの手法と異なり、家庭から排出される容リプラが、自治体の可燃ゴミと

して回収され、ゴミ発電施設に投入されるケースを検討した。発電効率は、環境省 「一般廃棄物

処理事業実態調査の結果（平成 28 年度）について」より、ゴミ焼却施設の平均の発電効率である

12.81%とした。 
 

a） システム境界 
・ 容リプラを直接焼却し発電する、つまり燃焼し CO2 になるまでを対象とした。なお、ゴミ

発電所で消費する電力は、発電した電力で賄うこととした。 
 
b） オリジナルシステム 
 ・発電した電力から所内利用分を差し引いた量の系統電力を利用する場合を想定した。 
 
【エネルギーリカバリー（発電焼却）】 

 
図 3-15 発電焼却のシステム境界 
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4. 前提条件等の設定 

4.1  容リプラの成分割合 
 容リプラのベールの成分割合については自治体によりかなりのバラつきがある。この点につい

て、H19 報告書においては、得られたベール組成の実測時期が異なっていたため、平均をとるの

ではなく、近々のデータであった旧プラスチック処理促進協会の H16～H18 の調査結果を採用し

ていた。 
 今回は最新の実績として、日本容器包装リサイクル協会の「プラスチック製容器包装に係る実

証試験」（平成 26 年 6 月）におけるベール組成を採用し、評価を実施した。この実証試験にある

ベール組成は、群馬県伊勢崎市において、平成 24 年 4 月から平成 25 年 3 月に市民から分別排出

されたプラスチック製容器包装廃棄物を、手選別等で分類して調査した結果である。繰り返すが、

市町村ごとにベールの成分割合は異なっており、必ずしも本データが容リプラのベールの平均的

データといえるわけではないことに留意する必要がある。 
 

表 4-1 ベースとしたベールの成分割合 
PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.9% 3.7% 7.3% 100.0% 
注）その他については、金属類と設定した。また、水分についてはデータがなかったため、H19 報告書の値を引

用した。 

 
 以降、このベール組成を基にした、各処理手法の再商品化製品、残渣について設定した成分割

合を記載する。 
 
（１） マテリアルリサイクル 
 再商品化製品のポリオレフィン率（PO 率）については、H19 報告書より約 90％と設定した。 
 再商品化率も同様に 51％（再商品化製品合計－水分）とした。この際、製品の水分量は 0.88％
（再商品化製品を 100％とした場合 1.7％）として設定した（結果、水分量を含めると全体の 51.9%
が再商品化されたことになる）。 
 

表 4-2 マテリアルリサイクルの再商品化製品および残渣の成分割合（ベースケース） 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 
再商品化 
製品 

21.7% 24.1% 5.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 51.9% 

残渣 3.3% 3.7% 15.2% 14.8% 0.9% 3.7% 6.4% 48.1% 
合計 25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.9% 3.7% 7.3% 100.0% 

 

（２） ケミカルリサイクル 
a） 油化・ガス化 
 油化・ガス化については、金属等の不燃物等を除外した後、直接投入することになる。このた
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め、下表を用いた。 
 

表 4-3 油化・ガス化の設定成分割合 
PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.9% 3.7% 7.3% 100.0% 
 
 
b） 高炉還元 
 高炉還元においては H19 報告書に、再商品化製品として平成 18 年度の 4 月～2 月の実績で

75.3％の再商品化率を示したと記載されていることから、75.3％の再商品化率と設定した。ここ

では、PVC、その他を除去した後、PE、PP、PS、PET については同割合で除去されているもの

として設定した。 
 

表 4-4 高炉還元の再商品化製品および残渣の成分割合（ベースケース） 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 
再商品化 
製品 

21.4% 23.8% 17.4% 12.7% 0.0% 0.0% 2.0% 77.3% 

残渣 3.6% 4.0% 3.0% 2.2% 0.93% 3.7% 5.3% 22.7% 
合計 25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.93% 3.7% 7.3% 100.0% 

注）再商品化製品の収率は含まれる水分は除去されたものとした。 

 
c） コークス炉化学原料化 
 コークス炉化学原料化においては H19 報告書に、再商品化製品として 18 年度の 4 月～2 月の

実績で 89.5％の再商品化率を示したと記載されているが、今回のベール組成では最大でも再商品

化率は 89%であるため、89%と設定した。 
 

表 4-5 コークス炉化学原料化の再商品化製品および残渣の成分割合（ベースケース） 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 
再商品化 
製品 

25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.93% 0.0% 2.0% 91.0% 

残渣 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 5.3% 9.0% 
合計 25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.93% 3.7% 7.3% 100.0% 

注）再商品化製品の収率は含まれる水分は除去されたものとした。 

 
（３） エネルギーリカバリー 
a） RPF 利用／セメント焼成 

 RPF 利用／セメント焼成については H19 報告書に従い、高炉還元の収率 75%からコークス炉

化学原料化の収率 89％の範囲内にあるものとして、収率 75%ケース（高炉還元の成分割合と同
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じ）と収率 89％ケース（コークス炉化学原料化と同じ）の 2 通りについて検討した。 
 
表 4-6 RPF 利用／セメント焼成の再商品化製品および残渣の成分割合（収率 75%ケース） 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 
再商品化 
製品 

21.4% 23.8% 17.4% 12.7% 0.0% 0.0% 2.0% 77.3% 

残渣 3.6% 4.0% 3.0% 2.2% 0.93% 3.7% 5.3% 22.7% 
合計 25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.93% 3.7% 7.3% 100.0% 

 
表 4-7 RPF 利用／セメント焼成の再商品化製品および残渣の成分割合（収率 89%ケース） 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 
再商品化 
製品 

25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.93% 0.0% 2.0% 91.0% 

残渣 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 5.3% 9.0% 
合計 25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.93% 3.7% 7.3% 100.0% 

 
 
b） 発電焼却 
 発電焼却は容リプラを直接燃焼させるものと設定した。 
 

表 4-8 発電焼却の設定成分割合 
PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.9% 3.7% 7.3% 100.0% 
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4.2  CO2 排出量の設定 

 各手法の成分割合設定結果をもとにベール全量を焼却した場合と、残渣を焼却したときの CO2
排出量を算定した。まず、素材ごとの C 分、CO2 排出量は次のとおりである。 
 

表 4-9 各プラスチック素材の C 分から算出した CO2 排出量 
 

化学式 分子量 C分 CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE C2H4 28 24 3.143 
PP C3H6 42 36 3.143 
PS C8H8 104 96 3.385 
PET C10H8O4 192 120 2.292 
PVC C2H3Cl 63 24 1.408 

 
（１） ベールを燃焼した場合の CO2排出量 
a） 直接燃焼 
 ベールを直接燃焼した場合の CO2 排出量について表 4-1、表 4-9 をもとに算出すると次のと

おりとなった。 
 

表 4-10 ベールを直接燃焼した場合の CO2 排出量 
 ベール構成比 

(%) 
LHV 

(kJ/kg) 
加重平均LHV 

(kJ/kg) 
CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 25.0% 46,046  11.530  3.1429 0.787 
PP 27.8% 43,953  12.229  3.1429 0.874 
PS 20.4% 40,186  8.199  3.3846 0.691 
PET 14.8% 23,023  3.416  2.2917 0.340 
PVC 0.93% 24,070  0.223  1.4080 0.013 
その他 3.7%  0.000   0.000 
水分 7.3% -2,512  -0.182   0.000 
合計 100.0%  35.598   2.705  

注）ベールのエネルギー資源消費データとしては、水分を除いたデータとした。 
 
 
b） RPF 利用／セメント焼成 
 RPF 利用／セメント焼成については、収率 75％の場合は高炉還元剤還元粒と、収率 89%の場

合はコークス炉化学原料化の化学原料粒と同じとして算出した。 
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表 4-11 RPF／セメント原燃料を燃焼した場合の CO2 排出量（収率 75％ケース） 
 ベール構成比 

(%) 
LHV 

(kJ/kg) 
加重平均LHV 

(kJ/kg) 
CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 27.7% 46,046  12.748  3.1429 0.870 
PP 30.8% 43,953  13.521  3.1429 0.967 
PS 22.6% 40,186  9.065  3.3846 0.764 
PET 16.4% 23,023  3.777  2.2917 0.376 
PVC 0.0% 24,070  0.000  1.4080 0.000 
その他 0.0%  0.000   0.000 
水分 2.6% -2,512  -0.065   0.000 
合計 100.0%  39.112   2.976  

注）RPF／セメント原燃料のエネルギー資源消費データとしては、水分を除いたデータとした。 
 

表 4-12 RPF／セメント原燃料を燃焼した場合の CO2 排出量（収率 89％ケース） 
 ベール構成

比 
(%) 

LHV 
(kJ/kg) 

加重平均LHV 
(kJ/kg) 

CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 27.5% 46,046  12.666  3.1429 0.865 
PP 30.6% 43,953  13.434  3.1429 0.961 
PS 22.4% 40,186  9.007  3.3846 0.759 
PET 16.3% 23,023  3.753  2.2917 0.374 
PVC 1.02% 24,070  0.245  1.4080 0.014 
その他 0.0%  0.000   0.000 
水分 2.2% -2,512  -0.055   0.000 
合計 100.0%  39.105   2.972  

注）RPF／セメント原燃料のエネルギー資源消費データとしては、水分を除いたデータとした。 
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（２） 残渣を処理した場合の CO2排出量 

a） マテリアルリサイクルの CO2排出量 

 マテリアルリサイクルの残渣は 5.1.1 で示すように、エネルギーリカバリー（発電焼却、RPF
利用、セメント焼成）により処理されるとした。各手法の残渣の処理による排出量は次のとおり

に算出した。 
 

（ｱ） 発電焼却 
 発電焼却においては、残渣のうち金属類等は直接埋立され、それ以外は発電焼却されるとした。 
 

表 4-13 残渣（マテリアルリサイクル）の素材ごとの処理方法 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

残渣 3.3% 3.7% 15.2% 14.8% 0.93% 3.7% 6.4% 48.1% 

 
燃焼 3.3% 3.7% 15.2% 14.8% 0.93% 0.0% 6.1% 44.1% 
直接埋立 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 0.30% 4.0% 

 
発電焼却される素材（水分含む）を 100％換算し、残渣の発電焼却分 1 kg に対する CO2 排出

量を算出すると次のとおりとなった。 
 

表 4-14 残渣（マテリアルリサイクル）を発電焼却した場合の CO2 排出量 
 残渣構成比 

(%) 
LHV 

(kJ/kg) 
加重平均LHV 

(kJ/kg) 
CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 7.5% 4.60E+04 3.47E+00 3.14E+00 2.37E-01 
PP 8.4% 4.40E+04 3.68E+00 3.14E+00 2.63E-01 
PS 34.6% 4.02E+04 1.39E+01 3.38E+00 1.17E+00 
PET 33.6% 2.30E+04 7.75E+00 2.29E+00 7.71E-01 
PVC 2.1% 2.41E+04 5.06E-01 1.41E+00 2.96E-02 
その他 0.0%  0.00E+00  0.00E+00 
水分 13.8% -2.51E+03 -3.46E-01   
合計 100.0%  2.93E+01  2.47E+00 

注）残渣構成比については、金属等 3.7%（さらにプラ処理協データより付着水分 0.3%が取り除かれるものとし

た）を取り除いた上で、100％構成比（水分含む）としたもの。 
注）残渣のエネルギー資源消費データとしては、水分を除いたデータとした。 
 
（ｲ） RPF 利用・セメント焼成 
 金属類や、残渣中の PVC も RPF 利用やセメント焼成の原燃料として利用できないものとして

除くこととした。PVC は直接焼却、金属類は直接埋立されるとした。 
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表 4-15 RPF 利用・セメント焼成における残渣（マテリアルリサイクル）の素材ごとの処理割合 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

残渣 3.3% 3.7% 15.2% 14.8% 0.93% 3.7% 6.4% 48.1% 
 RPF/セメ

ント原料 3.3% 3.7% 15.2% 14.8% 0.0% 0.0% 5.6% 42.7% 
選別残渣
燃焼 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.93% 0.0% 0.50% 1.4% 

直接埋立 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 0.30% 4.0% 

 
 よって、残渣より製造した RPF、セメント原燃料の燃焼時における CO2 排出量は次のとおり。 
 

表 4-16 残渣（RPF/セメント原燃料）を燃焼した場合の CO2 排出量 
 残渣構成比 

(%) 
LHV 

(kJ/kg) 
加重平均LHV 

(kJ/kg) 
CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 7.8% 4.60E+04 3.59E+00 3.14E+00 2.45E-01 
PP 8.7% 4.40E+04 3.81E+00 3.14E+00 2.72E-01 
PS 35.7% 4.02E+04 1.44E+01 3.38E+00 1.21E+00 
PET 34.8% 2.30E+04 8.00E+00 2.29E+00 7.97E-01 
PVC 0.0% 2.41E+04 0.00E+00 1.41E+00 0.00E+00 
その他 0.0%  0.00E+00  0.00E+00 
水分 13.1% -2.51E+03 -3.28E-01     
合計 100.0%   2.98E+01  2.52E+00 

注）残渣の RPF/セメント原燃料のエネルギー資源消費データは、水分を除いたデータとした。 
 
 
b） ケミカルリサイクル 
（ｱ） 油化の CO2排出量 
 油化について、残渣（いずれも金属類の一部）は埋立てるものとした。 
 
（ｲ） ガス化の CO2 排出量 
 ガス化について、残渣（いずれも金属類の一部）は埋立てるものとした。 
 
（ｳ） 高炉還元の CO2排出量 
 高炉還元の残渣は、5.2.4 で示すように、エネルギーリカバリー（発電焼却、RPF 利用、セメン

ト焼成）により処理されるとした。各手法の残渣の処理による排出量は次のとおりに算出した 
 
i. 発電焼却 

 発電焼却においては、残渣のうち金属類等は直接埋立てされ、それ以外は発電焼却されるとし

た。 
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表 4-17 残渣（高炉還元）の素材ごとの処理方法 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

残渣 3.6% 4.0% 3.0% 2.2% 0.93% 3.7% 5.3% 22.7% 

 
燃焼 3.6% 4.0% 3.0% 2.2% 0.93% 0.0% 1.6% 15.3% 
直接埋立 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 0.30% 4.0% 

 
発電焼却される素材（水分含む）を 100％換算し、残渣の発電焼却分 1 kg に対する CO2 排出

量を算出すると次のとおりとなった。 
 

表 4-18 残渣を発電焼却した場合の CO2 排出量 
 残渣構成比 

(%) 
LHV 

(kJ/kg) 
加重平均LHV 

(kJ/kg) 
CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 23.7% 4.60E+04 1.09E+01 3.14E+00 7.46E-01 
PP 26.4% 4.40E+04 1.16E+01 3.14E+00 8.29E-01 
PS 19.3% 4.02E+04 7.77E+00 3.38E+00 6.55E-01 
PET 14.1% 2.30E+04 3.24E+00 2.29E+00 3.22E-01 
PVC 6.0% 2.41E+04 1.46E+00 1.41E+00 8.52E-02 
その他 0.0%  0.00E+00  0.00E+00 
水分 10.4% -2.51E+03 -2.62E-01     
合計 100.0%   3.50E+01  2.64E+00 

注）残渣構成比については、金属等 3.7%（さらにプラ処理協データより付着水分 0.3%が取り除かれるものとし

た）を取り除いた上で、100％構成比（水分含む）としたもの。 
注）残渣のエネルギー資源消費データとしては、水分を除いたデータとした。 
 
ii. RPF 利用・セメント焼成 

 金属類や、残渣中の PVC も RPF やセメント焼成の原燃料として利用できないものとして除く

こととした。PVC は直接焼却、金属類は直接埋立されるとした。 
 

表 4-19 RPF 利用・セメント焼成における残渣（高炉還元）の素材ごとの処理方法 

 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

残渣 3.6% 4.0% 3.0% 2.2% 0.9% 3.7% 5.3% 22.7% 
 RPF/セメ

ント原料 3.6% 4.0% 3.0% 2.2% 0.0% 0.0% 4.5% 17.3% 
選別残渣
燃焼 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 0.0% 0.50% 1.4% 

直接埋立 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 0.30% 4.0% 

 
 これにより、残渣より製造した RPF、セメント原燃料の燃焼時における CO2 排出量は次のと

おり。 
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表 4-20 残渣（RPF/セメント原燃料）を燃焼した場合の CO2 排出量 
 残渣構成比 

(%) 
LHV 

(kJ/kg) 
加重平均LHV 

(kJ/kg) 
CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 21.1% 4.60E+04 9.71E+00 3.14E+00 6.63E-01 
PP 23.4% 4.40E+04 1.03E+01 3.14E+00 7.36E-01 
PS 17.2% 4.02E+04 6.90E+00 3.38E+00 5.81E-01 
PET 12.5% 2.30E+04 2.88E+00 2.29E+00 2.86E-01 
PVC 0.0% 2.41E+04 0.00E+00 1.41E+00 0.00E+00 
その他 0.0%  0.00E+00  0.00E+00 
水分 25.8% -2.51E+03 -6.49E-01     
合計 100.0%   2.98E+01  2.27E+00 

注）残渣の RPF/セメント原燃料のエネルギー資源消費データは、水分を除いたデータとした。 
 
（ｴ） コークス炉化学原料化の CO2排出量 
 コークス炉化学原料化の残渣の CO2 排出量については、残渣は金属類等のみであることから、

直接埋立されるとした。 
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（３） その他プラ燃焼 
 再商品化製品についても CO2 排出量を算出すると次のとおりとなった。 
 
a） パレット等の製品焼却 
 マテリアルリサイクルの再商品化製品である、容リプラから製造されるパレットやコンパウン

ドについては製品使用後、直接焼却されるものとした。この場合の CO2 排出量は次のとおりであ

った。 
 

表 4-21 パレット等の焼却による CO2 排出量 
 ベール構成

比 
(%) 

LHV 
(kJ/kg) 

加重平均LHV 
(kJ/kg) 

CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 42.6% 46,046  19.604  3.1429 1.338 
PP 47.3% 43,953  20.792  3.1429 1.487 
PS 10.1% 40,186  4.066  3.3846 0.342 
PET 0.0% 23,023  0.000  2.2917 0.000 
PVC 0.0% 24,070  0.000  1.4080 0.000 
その他 0.0%   0.000    0.000 
水分 0.0% -2,512  0.000    0.000 
合計 100.0%   44.463    3.167  

 
b） 油化･ガス化 
 油化・ガス化については、投入したベールの直接燃焼であるため、表 4-10 同じ結果となった。 

 

表 4-22 油化・ガス化による燃焼等の CO2 排出量 
 ベール構成

比 
(%) 

LHV 
(kJ/kg) 

加重平均LHV 
(kJ/kg) 

CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 25.0% 46,046  11.530  3.1429 0.787 
PP 27.8% 43,953  12.229  3.1429 0.874 
PS 20.4% 40,186  8.199  3.3846 0.691 
PET 14.8% 23,023  3.416  2.2917 0.340 
PVC 0.9% 24,070  0.223  1.4080 0.013 
その他 3.7%   0.000    0.000 
水分 7.3% -2,512  -0.182    0.000 
合計 100.0%   35.598    2.705  

注）油化・ガス化のエネルギー資源消費データは、水分を除いたデータとした。 
 
c） 高炉還元 
 高炉還元のために投入された高炉還元剤粒の燃焼による CO2 排出量は次のとおりであった。 
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表 4-23 高炉還元剤粒による燃焼等の CO2 排出量 
 ベール構成

比 
(%) 

LHV 
(kJ/kg) 

加重平均LHV 
(kJ/kg) 

CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 27.7% 46,046  12.748  3.1429 0.870 
PP 30.8% 43,953  13.521  3.1429 0.967 
PS 22.6% 40,186  9.065  3.3846 0.764 
PET 16.4% 23,023  3.777  2.2917 0.376 
PVC 0.0% 24,070  0.000  1.4080 0.000 
その他 0.0%   0.000    0.000 
水分 2.6% -2,512  -0.065    0.000 
合計 100.0%   39.112    2.976  

注）高炉還元剤粒の燃焼時のエネルギー資源消費データとしては、水分を除いたデータとした。 
 
d） コークス炉化学原料化 
 コークス炉化学原料化のために投入された化学原料粒の燃焼による CO2 排出量は次のとおり

であった。 
 

表 4-24 化学原料粒による燃焼等の CO2 排出量 
 ベール構成

比 
(%) 

LHV 
(kJ/kg) 

加重平均LHV 
(kJ/kg) 

CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

加重平均CO2排出量 
(kg-CO2/kg) 

PE 27.5% 46,046  12.666  3.1429 0.865 
PP 30.6% 43,953  13.434  3.1429 0.961 
PS 22.4% 40,186  9.007  3.3846 0.759 
PET 16.3% 23,023  3.753  2.2917 0.374 
PVC 1.0% 24,070  0.245  1.4080 0.014 
その他 0.0%   0.000    0.000 
水分 2.2% -2,512  -0.055    0.000 
合計 100.0%   39.105    2.972  

注）化学原料粒の燃焼時のエネルギー資源消費データとしては、水分を除いたデータとした。 
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4.3  評価に向けた前提条件設定 
 評価に向けた前提条件は次のとおりとした。 
 （残渣処理） 
・ リサイクルシステムにおける残渣の処理の中で、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイク

ルの高炉還元については平成 29 年度のリサイクル状況を反映した。残渣の処理では、単純

焼却、発電焼却、RPF 利用、セメント焼成が実施された。それぞれの処理割合を考慮し、加

重平均を取ることにより実態を反映した。なお、発電焼却の発電効率は廃棄物発電の現状の

平均値である 12.81％を採用した。 
（副製品の取り扱い） 
・ 副製品の取り扱い（スラグや塩酸、乾留残渣、炭酸など）について検討対象に加えることと

した（アンモニア製造時に余剰の水素がわずかだが発生する。これについては無視した）。 
（機能単位の実用単位の考え方） 
・ 同等の原料あるいは燃料として評価するために機能単位の実用単位（例えば、パレットの場

合は枚数）をあわせた。ただし、コンパウンドのみ中間製品であり、新規樹脂とは明らかに

同等でないことから、パレットの事例を参考にして代替率として設定した。 
（比較対象におけるベールの処理） 
・ 比較対象となるオリジナルシステムについては、既にシステム境界、機能単位の説明の中で

図に示したように、容リプラのベールの廃棄物処理は単純焼却処理とした。 
（輸送の取り扱い） 
・ 再商品化施設、利用事業者の施設内での構内輸送は製品製造に含め検討した。再商品化事業

者、利用事業者、最終製品を実際に利用する事業者等までの輸送は事業者ごとに全く異なる

ことから既存調査と同様に本調査では考慮していない。残渣等の廃棄物の輸送については、

距離は 30km、4t 車、片荷輸送で搬送するものとした。 
 （バックグラウンドデータ） 
・ 入手したインベントリデータ等を分析する場合、燃料や資源等の利用データを統一する必要

がある。本評価においては、国立研究開発法人産業技術総合研究所が開発した「IDEA Ver.2.2」
を用いた。 
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5. 各処理手法のインベントリデータ 

5.1  マテリアルリサイクル 
5.1.1  残渣の取扱いについて 
 マテリアルリサイクルの残渣はエネルギーリカバリーされるため、残渣の処理手法ごとの環境

負荷を算出した。 

 

（１） RPF 利用 

 残渣から RPF を製造するためのインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-1 残渣 1kg から RPF を製造した場合のインベントリデータ 

 
 

 表 4-11 より RPF を焼却利用・残渣埋立てをした場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-2 RPF 0.89kg を焼却利用・残渣埋立てをした場合のインベントリデータ 

 
 
 選別された PVC は単純焼却・残渣埋立てをされる。インベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-3 選別残渣 0.02kg を単純焼却・残渣埋立てをした場合のインベントリデータ 

 
 
 ここで、製造した RPF は製紙会社等の RPF 専焼ボイラや石炭ボイラ等の固形物を対象とした

ボイラで利用されることが多いことから石炭代替とした。  
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 この場合、代替される石炭は、RPF 1 kgに対し、RPFの燃焼時のボイラ効率88％（プラスチッ

ク処理促進協会データ）、石炭の燃焼時のボイラ効率90％（プラスチック処理促進協会データ）

を加味し、熱量を合わせて、 
・石炭＝29,752kJ/kg（RPF）×0.88÷0.9÷（26,600kJ/kg（石炭）×0.975）＝1.12kg  
注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975  

となった。 
 RPF 0.89 kgを代替する石炭を燃焼する場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-4 石炭 1.0kg を単純焼却・残渣埋立てをした場合のインベントリデータ 

 
 
これより、RPF を製造・利用する場合の環境負荷から、石炭燃焼による環境負荷を引いた数値が

残渣の RPF 利用の環境負荷となる。 
 

表 5-5 マテリアルリサイクルにおける残渣の RPF 利用による環境負荷 

 

 
（２） セメント焼成 
 残渣からセメント原燃料を製造するためのインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-6 残渣 1kg からセメント原燃料を製造した場合のインベントリデータ 

 

 

 表 4-11 よりセメント原燃料を焼却利用・残渣埋立てをした場合のインベントリデータは次の

とおり。 
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表 5-7 セメント原燃料 0.89kg を焼却利用・残渣埋立てをした場合のインベントリデータ 

 
 
 選別された PVC は単純焼却・残渣埋立てをされる。インベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-8 選別残渣 0.02kg を単純焼却・残渣埋立てをした場合のインベントリデータ 

 
 
 ここで、製造したセメント原燃料 1 kg は、石炭で代替されると設定した。セメント原燃料 1kg
に対する石炭の代替量は、 
・石炭＝29,752kJ/kg（セメント原燃料）÷（26,600kJ/kg（石炭）×0.975）＝1.15kg  
注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975  

となった。 
 セメント原燃料 0.89 kgを代替する石炭を燃焼する場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-9 石炭 1.0kg を単純焼却・残渣埋立てをする場合のインベントリデータ 

 
 
 これより、セメント原燃料を製造・利用する場合の環境負荷から、石炭燃焼の環境負荷を引い

た数値が残渣のセメント焼成の環境負荷となる。 
 
 
 
 

表 5-10 マテリアルリサイクルにおける残渣のセメント焼成による環境負荷 
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（３） 発電焼却 
 残渣を発電効率 12.81%で発電焼却する場合のインベントリデータは次のとおり。なお、残渣

1kg の発電焼却による発電量は表 4-14 の単位発熱量および発電効率より、 
発電量＝29.3MJ/kg（残渣発熱量）÷3.6MJ/kWh（電力換算）×12.81%（発電効率）＝1.04kWh/kg 
となった。 
 

表 5-11 残渣 1kg を発電焼却する場合のインベントリデータ 

 

 
 ここで、発電した電力は系統電力で代替されると設定した。発電量から所内利用分を差し引く

と、 
・系統電力＝発電量－所内利用分＝1.04kWh – 0.0126kWh＝1.03kWh 
 となった。 
 発電量 1.04 kWhを代替する系統電力のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-12 系統電力 1.0 kWh のインベントリデータ 

 
 
 これより、発電焼却の環境負荷から、系統電力の環境負荷を引いた数値が残渣の発電焼却の環

境負荷となる。 
 

表 5-13 マテリアルリサイクルにおける残渣の発電焼却による環境負荷 
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（４） 残渣の環境負荷 
 （１）～（３）の結果を基に、残渣 0.48kg を表 3-1 の残渣の処理割合に応じて配分して算出し

た各手法の環境負荷および、代替品（電力や石炭）を代替することによる環境負荷削減量を織り

込み、さらに金属類の直接埋立てによる環境負荷を合わせて、残渣の処理に係る環境負荷を算出

した。 
 

表 5-14 マテリアルリサイクルにおける残渣 0.48 kg の処理による環境負荷 
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5.1.2  リターナブルパレット（新規樹脂代替） 
 リターナブルパレット（新規樹脂代替）のシステム境界を下記に示す。 

 

 

図 5-1 リターナブルパレット（新規樹脂代替）のシステム境界 
 

（１） リターナブルパレットの重量、代替率 
 H19 報告書におけるリターナブルパレットの重量、代替率等は、「平成 28 年度プラスチック製

容器包装リサイクル環境負荷削減効果のインベントリデータの更新」（平成 29 年 1 月、公益財団

法人日本容器包装リサイクル協会）（以下、H29 報告書）において見直しをかけている。本評価に

おいては、この H29 報告書を基に、リターナブルパレットの重量および代替率を設定した。 
 なお、代替率は、容リプラ 100%で製造したパレットの重量に対する新規樹脂 100%で製造した

パレットの重量と定義する。 
 
a） パレットの品質（サイズ、耐荷重）確認 
 H29 報告書では各事業者が販売している計 31 種類のパレットのデータを基に見直しを実施し

ている。これらのパレットの品質（サイズ、耐荷重）が同程度で比較可能であるのかを調査した。 
 日本容器包装リサイクル協会の協力を得て調査した結果、表 5-15の17事例が、サイズ1100mm
×1100mm、動荷重 1000kg で、品質同等であり、比較可能であることを確認できた。これら 17
事例をもとに、代替率を推算した。 
 

リサイクルシステム

焼却・埋立

オリジナルシステム

素材
(樹脂)

原油資源
採取

パレット
(0.0217枚)

9.5kg/枚

焼却・
埋立

0.21kg

製品化
（成形等）

素材
製造

PE+PP＝
0.21kg

ベール
投入 選別

残渣処理
（エネルギーリカバリー）

破砕・
比重選別

製品化
(成型等)

パレット
(0.0217枚)
23.5kg/枚

焼却・
埋立

1kg
0.51kg 0.51kg

運搬ベール化収集
運搬

容リプラ
1kg

再商品
化製品

ベール
投入運搬ベール化収集

運搬
容リプラ

1kg

0.48kg

発電焼却

RPF利用

セメント焼成

※実用単位としてパレット枚数を統一（ここでは0.0217枚）
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表 5-15 プラパレットの材質・重量・品質 

 

 
b） プラパレットにおける代替率の推算 

 17 例のパレットは全て、動荷重 1000kg、サイズ 1100mm×1100mm であるので、等価なパレ

ットとみなした。 
 A 群パレットは、容リプラ配合比率が 35%～51%であり、容リプラ以外に再生 PP、もしくは新

規樹脂 PP が配合されている。仮に、新規樹脂 100%で成形してパレットを製造したとすると、製

品重量およびサイズはほぼ同等で、動荷重 1000kgを満足するパレットを製造可能と考えられる。

対して、B 群および C 群のパレットはほぼ容リプラ 100%で製造されたパレットである。 
 以上のことを前提として 17 例のパレットのデータに基づいて、以下の算定式にて、代替率を推

算した。 
 
（代替率）＝（新規樹脂 100%で製造したパレットの重量）／（容リプラ 100%で製造したパレッ

トの重量） 
 
 （新規樹脂 100%で製造したパレットの重量）は A 群パレットの重量以下の重量と考えられる。

ここでは、仮に、A 群パレットの重量と同重量であるとして算定した。よって、（新規樹脂 100%
で製造したパレットの重量）の単純平均値、最小値、最大値は次のとおり。 
 単純平均値 ： 9.5kg 
 最小値   ： 7.5kg 
 最大値   ： 10.3kg 
 
（容リプラ 100%で製造したパレットの重量）は、（B 群パレットおよび C 群パレットの重量）と

同じであると見なした。よって、（容リプラ 100%で製造したパレットの重量）の単純平均値、最

小値、最大値は次のとおり。 

サイズ（ｍｍ） 動荷重（ｋｇ） 静荷重（ｋｇ）

1 51% 7.5 1100×1100×120 1000 2000

2 50% 9.8 1100×1100×150 1000 4000

3 35% 9.9 1100×1100×150 1000 4000

4 35% 9.9 1100×1100×150 1000 4000

5 50% 10.3 1100×1100×150 1000 4000

6 99%、もしくは100% 18 1100×1100×140 1000 -

7 99%、もしくは100% 18 1100×1100×140 1000 -

8 99%、もしくは100% 18 1100×1100×140 1000 -

9 100% 18.5 1100×1100×140 1000 -

10 100% 18.5 1100×1100×140 1000 -

11 100% 18.5 1100×1100×140 1000 -

12 100% 25 1100×1100×150 1000 3000

13 100% 26 1100×1100×150 1000 3000

14 100% 27 1100×1100×150 1000 -

15 100% 30 1100×1100×150 1000 -

16 100% 32 1100×1100×150 1000 3000

17 100% 33 1100×1100×150 1000 3000

（注） *1 （容リプラ配合比率（％））＝（容リプラ重量）/（製品重量）

品質
製品重量単純平均（ｋｇ）

A群 9.5

B群 18.3

23.5

C群 28.8

群 No 材質（容リプラ配合比率 (*1)） 製品重量（ｋｇ）
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 単純平均値 ： 23.5kg 
 最小値   ： 18kg 
 最大値   ： 33kg 
 
 上記を組合せて代替率を算出すると次のとおり。なお、併せて H19 報告書における代替率も算

出した。 
 

表 5-16 各ケースにおける代替率 

 

＊（新規樹脂 100%で製造したパレットの重量）を、A 群パレットの重量と同重量と仮定して算定したので、大き

めの推算値となっている。 

 

 以降、単純平均値、最小値、最大値の 3 ケースで環境負荷削減効果を算出した。 
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（２） リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値ケース） 
a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
 容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-17 容リプラ 1kg を収集・運搬・ベール化する場合のインベントリデータ 

 

 

 ベールからペレットを製造するプロセスのインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-18 ベール 1kg をペレット化する場合のインベントリデータ 

 

 

 ペレットからパレットを製造するプロセスのインベントリデータは次のとおり。なお、滑り止

めゴム、廃トナー、顔料、改質材および消費グリースについては投入量が小さいことから、算定

においてはカットオフすることとした。 
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表 5-19 ペレット 0.51 kg をペレット化する場合のインベントリデータ 

 

 

 製造した容リプラ由来のパレットは使用後、単純焼却・埋立処理される想定。インベントリデ

ータは次のとおり。 
 

表 5-20 パレット 0.51 kg を単純焼却・埋立てをする場合のインベントリデータ 

 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
 オリジナルシステムにおいては、容リプラは収集・運搬・ベール化後、単純焼却されると想定。

容リプラ 1 kg の収集・運搬・ベール化のインベントリデータは、表 5-17 と同じである。 
 次に、ベールを単純焼却、残渣埋立てをするインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-21 ベール 1kg を単純焼却・埋立てをする場合のインベントリデータ 
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 新規樹脂由来のパレットの容リプラパレットに対する代替率は、（１）の単純平均値より 0.404
と設定した。そのため、容リプラパレット 0.51kg に相当する新規樹脂由来のパレットの重量は、

0.21kg である。なお、新規樹脂由来パレットの組成は PE：PP＝1：1 とした。 
 0.21kg の新規樹脂由来のパレットを製造する場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-22 新規樹脂由来のパレットを製造する場合のインベントリデータ 

 
 
 製造した新規樹脂由来のパレットは使用後、単純焼却・埋立処理をされる想定。インベントリ

データは次のとおり。 
 

表 5-23 新規樹脂由来のパレットを単純焼却・埋立てをする場合のインベントリデータ 

 
 
c） リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値ケース）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-24 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値ケース）のリサイクルシス

テムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-25 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値ケース）のオリジナルシス

テムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-26 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値ケース）の環境負荷削減効

果 
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（３） リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最小値ケース） 
a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
 リサイクルシステムのインベントリデータについては、代替率には依存しないため（２）の単

純平均値ケースと同じである。 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
 オリジナルシステムにおいては、容リプラは収集・運搬・ベール化後、単純焼却されると想定。

容リプラ 1 kg の収集・運搬・ベール化のインベントリデータは、表 5-17 と同じである。 
 次に、ベールを単純焼却、残渣埋立てをするインベントリデータは表 5-21 と同じである。 
 
 新規樹脂由来のパレットの容リプラパレットに対する代替率は、（１）の最小値より 0.227 と設

定した。そのため、容リプラパレット 0.51kg に相当する新規樹脂由来のパレットの重量は、0.12kg
である。なお、新規樹脂由来パレットの組成は PE：PP＝1：1 とした。 
 0.12kg の新規樹脂由来のパレットを製造する場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-27 新規樹脂由来のパレットを製造する場合のインベントリデータ 

 
 
 製造した新規樹脂由来のパレットは使用後、単純焼却・埋立処理をされる想定。インベントリ

データは次のとおり。 
 

表 5-28 新規樹脂由来のパレットを単純焼却・埋立てをする場合のインベントリデータ 
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c） リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最小値ケース）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

 
 

表 5-29 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最小値ケース）のリサイクルシステム

の環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-30 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最小値ケース）のオリジナルシステム

の環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-31 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最小値ケース）の環境負荷削減効果 
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（４） リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最大値ケース） 
a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
 リサイクルシステムのインベントリデータについては、代替率には依存しないため（２）の単

純平均値ケースと同じである。 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
 オリジナルシステムにおいては、容リプラは収集・運搬・ベール化後、単純焼却されると想定。

容リプラ 1 kg の収集・運搬・ベール化のインベントリデータは、表 5-17 と同じである。 
 次に、ベールを単純焼却、残渣埋立てをするインベントリデータは表 5-21 と同じである。 
 
 新規樹脂由来のパレットの容リプラパレットに対する代替率は、（１）の最大値より 0.572 と設

定した。そのため、容リプラパレット 0.51kg に相当する新規樹脂由来のパレットの重量は、0.29kg
である。なお、新規樹脂由来パレットの組成は PE：PP＝1：1 とした。 
 0.29kg の新規樹脂由来のパレットを製造する場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-32 新規樹脂由来のパレットを製造する場合のインベントリデータ 

 
 
 製造した新規樹脂由来のパレットは使用後、単純焼却・埋立処理をされる想定。インベントリ

データは次のとおり。 
 

表 5-33 新規樹脂由来のパレットを単純焼却・埋立てをする場合のインベントリデータ 
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c） リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最大値ケース）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

 
表 5-34 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最大値ケース）のリサイクルシステム

の環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-35 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最大値ケース）のオリジナルシステム

の環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-36 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率最大値ケース）の環境負荷削減効果 
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（５） リターナブルパレット（新規樹脂代替）のまとめ 
 リターナブルパレット（新規樹脂代替）では、容リプラに対する新規樹脂の代替率を変動させ

て、環境負荷削減効果を算出した。 

 

表 5-37 リターナブルパレット（新規樹脂代替）の各代替率における環境負荷削減効果 

 
 代替率が大きいほど、代替するバージンパレットの重量が増加するため、オリジナルシステム

の環境負荷は増加（リサイクルシステムに影響は無い）した。結果、環境負荷削減効果は代替率

に依存して変動することが分かった。 
 なお、代替率を仮に 1 と設定すると、環境負荷削減効果は次のとおりであった。 
 
表 5-38 リターナブルパレット（新規樹脂代替）の代替率を 1 としたときの環境負荷削減効果 

 
 このことから、新規樹脂と変わらない性質まで、収集する容リプラの品質を高めることができ

るならば、マテリアルリサイクルにより高い環境負荷削減効果を示すことが分かった。 
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5.1.3  リターナブルパレット（新規木材代替） 
 リターナブルパレット（新規木材代替）のシステム境界を下記に示す。 

 

 
図 5-2 リターナブルパレット（新規木材代替）のシステム境界 

 

（１） リターナブルパレットの重量、代替率 
 以下に、容リプラから製造されるリターナブルパレット、同じ機能を有する木材パレットの重

量を示す。容リプラから製造されるリターナブルパレットの重量は、リターナブルパレット（新

規樹脂代替）と同様である。同じ機能を有する木材パレットの重量は、H19 報告書の数値を引用

した。 

 

表 5-39 評価対象としたリターナブルパレットの重量 

 

 

（２） リサイクルシステムのインベントリデータ 
 リサイクルシステムのインベントリデータは、リターナブルパレット（新規樹脂代替）と同様

である。 
 

ベール
投入 選別 破砕・比重

選別
再商品
化製品

製品化
(成型等) 焼却・埋立て

リサイクルシステム

1kg

※実用単位としてパレット枚数を統一

ベール
投入 焼却・埋立て

オリジナルシステム

1kg

木材伐採
・輸入 焼却・埋立て加工原木・製材

運搬ベール
化

収集
運搬容リプラ

1kg

運搬ベール
化

収集
運搬

1kg

容リプラ

0.70 kg

0.51 kg

残渣処理
（エネルギーリカバリー）

0.48 kg

発電焼却

RPF利用

セメント焼成

パレット
(0.022 枚)
23.5 kg/枚

0.51kg

0.65 kg

パレット
(0.022 枚)
30 kg/枚
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（３） オリジナルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化、およびベールの焼却・埋立に関するインベントリデータは、

5.1.2 節のオリジナルシステムと同様である。 
 木材パレットの原料となる木材（輸入）の伐採・輸送（輸入）のインベントリデータには、H19
報告書のインベントリデータを用いた。原木の製材、製材からパレットへの加工、木材パレット

の焼却・埋立、各プロセスのインベントリデータは次のとおりである。 

 

表 5-40 原木の製材におけるインベントリデータ 

 

 

表 5-41 製材からパレット加工におけるインベントリデータ 

 

 

表 5-42 木材パレットの焼却・埋立におけるインベントリデータ 
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（４） リターナブルパレット（新規木材代替）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-43 リターナブルパレット（新規木材代替）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-44 リターナブルパレット（新規木材代替）のオリジナルシステムの環境負荷 

 
 

 環境負荷削減効果 

表 5-45 リターナブルパレット（新規木材代替）の環境負荷削減効果 
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5.1.4  再生樹脂（コンパウンド） 
 再生樹脂（コンパウンド）のシステム境界を下記に示す。 

 

 

図 5-3 再生樹脂（コンパウンド）のシステム境界 
 

（１） 再生樹脂と新規樹脂の代替率 
 再生樹脂と新規樹脂の代替率 f は、H19 報告書と同様に 1（再生樹脂と新規樹脂が同じ重量で

同一の機能を果たす）と 0.5（再生樹脂の重量に対して新規樹脂はその半分の重量で同一の機能を

果たすことができる）の 2 ケースを検討した。 

 

（２） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化、ベールからペレット（再商品化製品）を製造するプロセス

のインベントリデータは、リターナブルパレット（新規樹脂代替）と同様である。ペレットから

再生樹脂を製造するプロセスおよび再生樹脂を焼却・埋立てをするプロセスのインベントリデー

タは次のとおりである。 

 

表 5-46 再生樹脂製造におけるインベントリデータ 

 

 

ベール
投入 選別 破砕・比重

選別
再商品
化製品 樹脂製造 再生樹脂 焼却・埋立て

リサイクルシステム

1kg
0.51 kg 0.51 kg

運搬ベール
化

収集
運搬容リプラ

1kg

ベール
投入 焼却・埋立て

オリジナルシステム

1kg

原油資源
採取 焼却・埋立て

0.51 kg×f

PE/PP（樹脂）

運搬ベール
化

収集
運搬

1kg

容リプラ

※実用単位としてコンパウンド（再生樹脂）重量で代替するが、
代替率fを設定する。

残渣処理
（エネルギーリカバリー）

0.48 kg

発電焼却

RPF利用

セメント焼成
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表 5-47 再生樹脂の焼却・埋立におけるインベントリデータ 

 

 

（３） オリジナルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化、およびベールの焼却・埋立に関するインベントリデータは、

5.1.2 節のオリジナルシステムと同様である。 
 原油資源より新規樹脂（PE／PP）を製造するプロセスおよび新規樹脂を焼却・埋立てするプロ

セスのインベントリデータは、次のとおりである。以下の表は代替率を 1 とした場合の結果であ

る。代替率を変化させた場合については、以下のインベントリデータの数値に代替率を乗じるこ

とで求めることができる。（４）では代替率を 0.5 として整理した結果も示す。 

 

表 5-48 新規樹脂製造におけるインベントリデータ（代替率=1 の場合） 

 

 

表 5-49 新規樹脂の焼却・埋立におけるインベントリデータ（代替率=1 の場合） 

 

 

（４） 再生樹脂（コンパウンド）のまとめ 
 以下では、再生樹脂と新規樹脂の代替率を 1 とした場合、0.5 とした場合の２つのケースの結果

を示す。5.1.4 節冒頭のフロー図に従い、リサイクルシステムの環境負荷は代替率に関係なく同一

とし、新規樹脂の製造量を代替率により変化させた結果である。新規樹脂の製造、焼却・残渣埋

立プロセスのインベントリが代替率に比例して変化している。 
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 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-50 再生樹脂（コンパウンド）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

①代替率=1 の場合 
表 5-51 再生樹脂（コンパウンド）のオリジナルシステムの環境負荷（代替率=1 の場合） 

 

 

②代替率=0.5 の場合 
表 5-52 再生樹脂（コンパウンド）のオリジナルシステムの環境負荷（代替率=0.5 の場合） 

 

 

 環境負荷削減効果 

①代替率=1 の場合 
表 5-53 再生樹脂（コンパウンド）の環境負荷削減効果（代替率=1 の場合） 
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②代替率=0.5 の場合 
表 5-54 再生樹脂（コンパウンド）の環境負荷削減効果（代替率=0.5 の場合） 
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5.2  ケミカルリサイクル 
5.2.1  油化 
 油化のシステム境界を下記に示す。 

 

 
図 5-4 油化のシステム境界 

 

（１） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは、表 5-17 のとおり。 

また、生成油は軽質油、中質油、重質油に分かれる。それぞれナフサ、A 重油、C 重油に相当

し、ディーゼル燃料、ボイラ燃料等として利用されるまでを検討する。また、共製品の塩酸、乾

留残渣についても過不足を補正する。ただし、これら製品を最終的に利用する段階では、結局、

容リプラが持っていた炭素分と同等の CO2 が排出されるため、投入する容リプラが含有する炭素

分（C 分）が全て CO2 になるとして算定する。ベール 1kg から製造される油化のインベントリデ

ータは次のとおり。 
 

ベール
投入 選別

残渣埋立

減容
固化

熱分解
(脱塩素・熱分解・

蒸留)

出荷：0.11kg
→4.5MJ

リサイクルシステム

1kg

0.0295kg

共製品（塩酸）：0.075kg

運搬ベール
化

収集
運搬容リプラ

1kg
再商品化製品（軽質油）

再商品化製品（中質油）

再商品化製品（重質油）

出荷：0.014kg
→0.62MJ

出荷：0.17kg
→7.7MJ

共製品（乾留残渣）：0.18kg
→3.1MJ

ベール
投入 焼却・埋立て

オリジナルシステム

1kg

資源採取 塩酸製造設備 0.075kg

原油資源
採取

素材製造

素材製造

塩酸

運搬ベール
化

収集
運搬

1kg
容リプラ

4.5MJ相当量再商品化製品相当（ナフサ原料）

0.62MJ相当量再商品化製品相当（A重油）

7.7MJ相当量再商品化製品相当（C重油）

原油資源
採取 素材製造

原油資源
採取 素材製造

石炭資源
採取 素材製造 石炭（乾留残渣代替） 3.1MJ相当量

※実用単位としてそれぞれ軽質油、中質油、重質油が保有する熱量で統一
注）生成油:軽質油(ナフサ相当)、中質油(A重油相当)、重質油(C重油）

自家消費：0.171kg

自家消費：
0.137kg
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表 5-55 ベールから製造される油化のインベントリデータ 

 

 

（２） オリジナルシステムのインベントリデータ 
オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17

のとおり。 

また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 
 軽質油はナフサ相当、中質油は A 重油相当、重質油は C 重油相当、乾留残渣は石炭相当である。

そこで、それぞれの熱量相当で比較して必要となるナフサ、A 重油、C 重油、石炭の量を決定す

る。また、塩酸は油化から生成されるものと同等とする。ただし、本評価で使用している IDEA 
V.2.2 では、35%塩酸のデータであったため、10%塩酸相当になるよう重量を比較して、塩酸およ

び純水の量を決定した。それぞれの代替関係は次のとおり。 
 

表 5-56 油化のリサイクルシステムとオリジナルシステムの代替関係 

 

 

 それぞれのインベントリデータは次のとおり。 
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表 5-57 ナフサ精製・燃焼のインベントリデータ 

 

 
表 5-58 A 重油精製・燃焼のインベントリデータ 

 

 
表 5-59 C 重油精製・燃焼のインベントリデータ 

 

 
表 5-60 石炭採掘・燃焼のインベントリデータ 

 

 
表 5-61 塩酸製造のインベントリデータ 
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（３） 油化のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-62 油化のリサイクルシステムの環境負荷 

 
 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-63 油化のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-64 油化の環境負荷削減効果 
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5.2.2  ガス化（アンモニア製造） 
 ガス化（アンモニア製造）のシステム境界を下記に示す。 

 

 

図 5-5 ガス化（アンモニア製造）のシステム境界 
 

（１） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは、表 5-17 のとおり。ベ

ールを選別、減容固化し、ガス化（合成ガス製造）するプロセスおよび合成ガスからアンモニア

を製造するプロセスのインベントリデータは次のとおりである。なお、ベール選別時に残渣とな

る容リプラについては残渣（埋立）として、ベールを選別、減容固化し、ガス化（合成ガス製造）

するプロセスへ計上した。また、容リプラに含まれる炭素分は炭酸ガスとして販売され、最終的

に大気へ排出される。この排出については、ベール焼却（ガス化）として計上した。 

 

ベール
投入

ガス化炉／
ガス洗浄

残渣処理

アンモニア製造

リサイクルシステム

1kg

0.03 kg

運搬ベール
化

収集
運搬容リプラ

1kg
アンモニア

炭酸

ベール
投入 焼却・埋立て

オリジナルシステム

1kg

資源採取

天然ガス
資源採取

製造

運搬ベール
化

収集
運搬

1kg
容リプラ

0.877 kg

スラグ
（路盤改良材）

0.047 kg

0.877 kg

1.269 Nm3

アンモニア製造 アンモニア

炭酸 0.559 Nm3

炭酸 0.711 Nm3

資源採取 素材製造 路盤材 0.047 kg

アンモニア製造工場内

選別 再商品化製品
（ガス）

素材製造 都市ガス等による
精製ガス製造

砕石

減容固化

2.615 Nm3
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表 5-65 選別～ガス化（合成ガス製造）におけるインベントリデータ 

 

 

表 5-66 合成ガスからアンモニア製造におけるインベントリデータ 

 

 

（２） オリジナルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化、およびベールの焼却・埋立に関するインベントリデータは、

5.1.2 節のオリジナルシステムと同様である。新規のアンモニア製造、炭酸製造（副生ではないも

の）、路盤材（砕石・砂利）製造に関するインベントリデータは次のとおりである。 
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表 5-67 新規アンモニア製造におけるインベントリデータ 

 

 

表 5-68 新規炭酸ガス製造および路盤材（砕石・砂利）製造におけるインベントリデータ 

 

 

（３） ガス化（アンモニア製造）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-69 ガス化（アンモニア製造）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-70 ガス化（アンモニア製造）のオリジナルシステムの環境負荷 
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 環境負荷削減効果 

表 5-71 ガス化（アンモニア製造）の環境負荷削減効果 
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5.2.3  ガス化（燃焼） 
 ガス化（燃焼）のシステム境界を下記に示す。 

 

図 5-6 ガス化（燃焼）のシステム境界 
 

（１） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは、表 5-17 のとおり。ベ

ールを選別、減容固化した後、合成ガスを製造・精製するプロセスは１プロセスとした。インベ

ントリデータは次のとおりである。なお、ベール選別時に残渣となる容リプラについては残渣（埋

立）として計上した。また、容リプラに含まれる炭素分は炭酸ガスとして販売され、最終的に大

気へ排出される。この排出については、ベール焼却（ガス化）として計上した。 

 

ベール
投入

ガス化
溶融

残渣処理

ガス精製
（脱硫／乾燥）

リサイクルシステム

1kg

0.03 kg

運搬ベール
化

収集
運搬容リプラ

1kg

ベール
投入 焼却・埋立て

オリジナルシステム

1kg

原油
資源採取

運搬ベール
化

収集
運搬

1kg
容リプラ

0.509 リットル
19.104 MJ

スラグ（路盤改良材）

0.00001 kg

19.104 MJ

重油

選別
再商品化製品

（ガス）
燃料利用

精製等

減容固化 ガス冷却
洗浄

ガス・熱利用

資源採取 素材製造 路盤材 0.00001 kg砕石
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表 5-72 選別～ガス化（燃料利用）におけるインベントリデータ 

 

 

（２） オリジナルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化、およびベールの焼却・埋立に関するインベントリデータは、

5.1.2 節のオリジナルシステムと同様である。新規の重油製造（C 重油）、路盤材（砕石・砂利）

製造に関するインベントリデータは次のとおりである。 
 

表 5-73 新規重油･路盤材製造におけるインベントリデータ 

 

 

（３） ガス化（燃焼）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-74 ガス化（燃焼）のリサイクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-75 ガス化（燃焼）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-76 ガス化（燃焼）の環境負荷削減効果 
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5.2.4  高炉還元（コークス代替） 
 高炉還元（コークス代替）のシステム境界を下記に示す。 

 

 

 

 

収集
運搬容リプラ

1 kg

高炉還元
剤粒

残渣処理
（エネルギーリカバリー等）

0.23 kg

リサイクルシステム

※実用単位を銑鉄の製造量で統一。

コークス炉

高炉

素材製造

鉄鉱石

コークス

炭化水素油

銑鉄

原料炭石炭資源
採取

精製等石炭資源
採取

ベール
化 運搬 ベール

投入

ガス

ベンゼン 0.397kg
トルエン 0.113kg
キシレン 0.056kg

軽油分

タール分

オイルコークス
0.619kg

BTX分離

C重油
0.516kg

BTX分離
ベンゼン 0.009kg
トルエン 0.003kg
キシレン 0.002kg

精製等石炭資源
採取 オイルコークス 0.014kg

0.77kg

77.3kg

447MJ

1.7kg

容リプラ

1 kg

オリジナルシステム

※実用単位を銑鉄の製造量で統一。

コークス炉 高炉素材製造

鉄鉱石

コークス

ガス

銑鉄
原料炭石炭資源

採取

精製等原油資源
採取

単純焼却・残渣埋立
収集
運搬

ベール
化 運搬 ベール

投入

炭化水素油

ベンゼン 0.406kg
トルエン 0.116kg
キシレン 0.058kg

軽油分

タール分

オイルコークス
0.633kg

BTX分離

C重油
0.527kg

77.3kg

445MJ

1.74kg

Ｃ重油 0.031L(2.0MJ分)
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（１） 残渣の取扱いについて 
 高炉還元の残渣は単純焼却やエネルギーリカバリーされるため、残渣の処理手法ごとの環境負

荷を算出した。 

 

a） 単純焼却 
 残渣を単純焼却する場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-77 残渣 1kg を単純焼却する場合のインベントリデータ 

 

 

b） RPF 利用 
 残渣から RPF を製造するためのインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-78 残渣 1kg から RPF を製造する場合のインベントリデータ 

 
 

 表 4-16 より RPF を焼却利用・残渣埋立てをした場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-79 RPF 0.76kg を焼却利用・残渣埋立てをする場合のインベントリデータ 
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 選別された PVC は単純焼却・残渣埋立てをされる。インベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-80 選別残渣 0.02kg を単純焼却・残渣埋立てをする場合のインベントリデータ 

 
 
 ここで、製造した RPF は製紙会社等の RPF 専焼ボイラや石炭ボイラ等の固形物を対象とした

ボイラで利用されることが多いことから石炭代替とした。  
この場合、代替される石炭は、RPF 1 kgに対し、RPFの燃焼時のボイラ効率88％（プラスチック

処理促進協会データ）、石炭の燃焼時のボイラ効率90％（プラスチック処理促進協会データ）を

加味し、  
・石炭＝29,782kJ/kg（RPF）×0.88÷0.9÷（26,600kJ/kg（石炭）×0.975）＝1.12kg  
注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975  

となった。 
 RPF 0.76 kgを代替する石炭を燃焼する場合のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-81 石炭 0.85 kg を単純焼却・残渣埋立てをする場合のインベントリデータ 

 
 
これより、RPF を製造・利用する場合の環境負荷から、石炭燃焼による環境負荷を引いた数値が

RPF の環境負荷となった。 
 

表 5-82 高炉還元における残渣の RPF 利用による環境負荷 
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c） セメント焼成 
 残渣からセメント原燃料を製造するためのインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-83 残渣 1kg からセメント原燃料を製造する場合のインベントリデータ 

 

 

 表 4-16 よりセメント原燃料を焼却利用・残渣埋立てをした場合のインベントリデータは次の

とおり。 
 
表 5-84 セメント原燃料 0.89kg を焼却利用・残渣埋立てをする場合のインベントリデータ 

 
 
 選別された PVC は単純焼却・残渣埋立てをされる。インベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-85 選別残渣 0.02kg を単純焼却・残渣埋立てをする場合のインベントリデータ 

 
 
 ここで、製造したセメント原燃料 1 kg は、石炭で代替されると設定した。セメント原燃料 1kg
に対する石炭の代替量は  
・石炭＝29,782kJ/kg（セメント原燃料）÷（26,600kJ/kg（石炭）×0.975）＝1.15kg  
注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975 

となった。 
 セメント原燃料 0.76 kgを代替する石炭を燃焼する場合のインベントリデータは次のとおり。 
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表 5-86 石炭 0.87 kg を単純焼却・残渣埋立てをする場合のインベントリデータ 

 
 
これより、セメント原燃料を製造・利用する場合の環境負荷から、石炭燃焼による環境負荷を引

いた数値がセメント原燃料の環境負荷となった。 
 

表 5-87 高炉還元における残渣のセメント焼成による環境負荷 

 

 
d） 発電焼却 
 残渣を発電効率 12.81%で発電焼却する場合のインベントリデータは次のとおり。なお、残渣

1kg の発電焼却による発電量は表 4-18 の単位発熱量および発電効率より、 
発電量＝35.0MJ/kg（残渣発熱量）÷3.6MJ/kWh（電力換算）×12.81%（発電効率）＝1.24kWh/kg 
となった。 
 

表 5-88 残渣 1kg を発電焼却する場合のインベントリデータ 

 

 
 ここで、発電量は、系統電力で代替されると設定した。発電量から所内利用分を差し引くと、 
・系統電力＝発電量－所内利用分＝1.24kWh – 0.0126kWh＝1.23kWh 
 となった。 
 発電量 1.24 kWhを代替する系統電力のインベントリデータは次のとおり。 
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表 5-89 系統電力 1.2 kWh のインベントリデータ 

 
 
 これより、発電焼却の環境負荷データから、系統電力の数値を引いた数値が発電焼却の環境負

荷データとなった。 
 

表 5-90 高炉還元における残渣の発電焼却による環境負荷 

 
 

e） 残渣の環境負荷 
 表 3-2 の残渣の処理割合に対して、各手法の環境負荷を加味し、さらに金属類の直接埋立によ

る環境負荷を合わせて、残渣の処理に係る環境負荷を算出した。 
 

表 5-91 高炉還元における残渣 0.23 kg の処理よる環境負荷 
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（２） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは、表 5-17 のとおり。 

また、ベールから高炉還元剤粒を製造するプロセスのインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-92 ベールから高炉還元剤粒を製造するプロセスのインベントリデータ 

 
 

製造された高炉還元剤粒を用いて銑鉄を製造するプロセスについて、製造時のユーティリティ

ーは H19 報告書と同様に省略する。インベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-93 高炉還元剤粒を用いて銑鉄を製造するプロセスのインベントリデータ 

 
 

炭化水素油のコールタールと軽質油の割合、BTX 分離工程の割合、BTX 分離における環境負荷

に関しては H19 報告書を参照した。炭化水素油分離におけるインベントリデータは次のとおり。 
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表 5-94 BTX 分離のインベントリデータ 

 
 
炭化水素油由来の BTX については、リサイクルシステムの生成量と後述するオリジナルシステ

ムの生成量を比較すると、オリジナルシステムの生成量の方が大きくなった。従って、不足分を

補うためにリサイクルシステム側において、BTX の新規製造による環境負荷を積んだ。 
新規製造される BTX は、ベンゼン、トルエン、キシレンについて、リサイクルシステムとオリ

ジナルシステムの差分から 

・BTX（ベンゼン）＝0.41kg（ベンゼン・オリジナル）－0.40kg（ベンゼン・リサイクル） 

＝0.009kg 

・BTX（トルエン）＝0.12kg（トルエン・オリジナル）－0.11kg（トルエン・リサイクル） 

＝0.003kg 

・BTX（キシレン）＝0.058kg（キシレン・オリジナル）－0.057kg（キシレン・リサイクル） 

＝0.001kg 
となった。 
 よって、BTX の新規製造におけるインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-95 BTX の新規製造におけるインベントリデータ 

 

 

炭化水素油由来のオイルコークスについても BTX と同様に、リサイクルシステム側で不足分を

補った。新規製造されるオイルコークスについて、オイルコークスのリサイクルシステムとオリ

ジナルシステムの差分は、 

・オイルコークス（炭化水素油)＝0.633kg（オリジナル)－0.619kg（リサイクル)＝0.014kg 

となった。 
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 オイルコークスの新規製造におけるインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-96 オイルコークスの新規製造におけるインベントリデータ 

 

 

（３） オリジナルシステムのインベントリデータ 
オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17

のとおり。 

また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 
 高炉還元剤粒は原料炭を代替したとして、銑鉄 77.3kg 製造におけるインベントリデータは次の

とおり。 

 

表 5-97 銑鉄製造におけるインベントリデータ 

 

 

炭化水素油のコールタールと軽質油の割合、BTX 分離工程の割合、BTX 分離における環境負荷

に関しては H19 報告書を参照した。炭化水素油分離におけるインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-98 BTX 分離のインベントリデータ 
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ガスによる熱量差分については、C 重油ボイラから発生するガスで代替されるものとした。 
・C 重油（ガス分）=446.78MJ（リサイクル）－445.16MJ（オリジナル）＝1.62MJ 
 ボイラ効率 90%、C 重油単位発熱量 41.7MJ/L より、0.43L。 
 
 また、炭化水素油由来の C 重油について、リサイクルシステムとオリジナルシステムの差分か

ら算出した。 
・C 重油（炭化水素油由来分）=0.516kg（リサイクル）－0.527kg（オリジナル）＝－0.011kg 
＝－0.012L 
注）C 重油密度 0.940kg/L とした。 

・C 重油（合計）＝0.043L（ガス分）－0.012L（炭化水素油由来分）＝0.031L 
 
 従って C 重油精製・燃焼におけるインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-99 C 重油精製・燃焼におけるインベントリデータ 

 
 

（４） 高炉還元（コークス代替）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-100 高炉還元（コークス代替）のリサイクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-101 高炉還元（コークス代替）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-102 高炉還元（コークス代替）の環境負荷削減効果 
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5.2.5  高炉還元（微粉炭代替） 
 高炉還元（微粉炭代替）のシステム境界を下記に示す。 

 

 

図 5-7 高炉還元（微粉炭代替）のシステム境界 

 

（１） 残渣の取扱いについて 
 高炉還元（微粉炭代替）の残渣の取扱いは、高炉還元（コークス代替）と同じとした。 

 

（２） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは表 5-17 のとおり。 

また、ベールから高炉還元剤粒を製造するプロセスのインベントリデータは表 5-92 と同様で

あった。 

製造された高炉還元剤粒を用いて銑鉄を製造するプロセスについて、製造時のユーティリティ

ーは H19 報告書と同様に省略する。インベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-103 高炉還元剤粒を用いて銑鉄を製造するプロセスのインベントリデータ 

 

 

 

 

リサイクルシステム

※実用単位を銑鉄の製造量で統一。

収集
運搬容リプラ

1 kg

ベール
化 運搬 ベール

投入
高炉還
元剤粒

エネルギーリカバリー

0.23 kg

高炉

鉄鉱石

銑鉄

ガス
0.77kg

77.3kg

399MJ

一般炭
（微粉炭）

石炭資
源採取

オリジナルシステム
容リプラ
1 kg

単純焼却・残渣埋立収集
運搬

ベー
ル化 運搬 ベール

投入

精製等原油資
源採取 Ｃ重油 0.069L(3.0MJ分)

石炭資
源採取

素材
製造

一般炭
（微粉炭）

高炉

鉄鉱石

銑鉄

ガス

77.3kg

396MJ9.28 kg

ガス
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（３） オリジナルシステムのインベントリデータ 
オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17

のとおり。また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 
 高炉還元剤粒は微粉炭を代替したとして、銑鉄 77.3kg 製造におけるインベントリデータは次の

とおり。 
 

表 5-104 銑鉄製造におけるインベントリデータ 

 
 
ガスによる熱量差分については、C 重油ボイラから発生するガスで代替されるものとした。 

・C 重油（ガス分）=398.96MJ（リサイクル）－396.37MJ（オリジナル）＝2.590MJ 
 ボイラ効率 90%、C 重油単位発熱量 41.7MJ/L より、0.069L。 
 よって、C 重油精製・燃焼におけるインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-105 C 重油精製・燃焼におけるインベントリデータ 

 
 

（４） 高炉還元（微粉炭代替）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-106 高炉還元（微粉炭代替）のリサイクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-107 高炉還元（微粉炭代替）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-108 高炉還元（微粉炭代替）の環境負荷削減効果 
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5.2.6  コークス炉化学原料化 
（１） リサイクルシステムのインベントリデータ 
 コークス炉化学原料化のシステム境界を下記に示す。 

 

 

図 5-8 コークス炉化学原料化のシステム境界 

 

 

（２） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは、表 5-17 のとおり。 

また、ベールからコークス炉化学原料粒を製造するプロセスのインベントリデータは次のとお

り。 

 

リサイクルシステム

※実用単位をコークスの製造量で統一。

収集
運搬容リプラ

1 kg

コークス炉
化学原料粒

残渣埋立

0.04 kg

コークス炉

炭化水素油

コークス

ベール
化 運搬 ベール

投入
ガス

ベンゼン 0.1080kg
トルエン 0.0261kg
キシレン 0.0027kg

軽油分

タール分

BTX分離

0.92kg

0.183kg

0.366kg

0.366kg

C重油
0.104kg

オイルコークス
0.125kg

オリジナルシステム

原料炭 コークス炉

炭化水素油

コークス

ガス

ベンゼン 0.0035kg
トルエン 0.0010kg
キシレン 0.0005kg

軽油分

タール分

BTX分離

0.183kg

0.053kg

0.015g

C重油
0.0046kg

オイルコークス
0.006kg

石炭資源
採取

素材
製造

容リプラ
1 kg

単純焼却・残渣埋立
収集
運搬

ベール
化 運搬 ベール

投入

精製等原油資源
採取 Ｃ重油 0.0994L

石炭資源
採取 BTX分離

ベンゼン 0.1050kg
トルエン 0.0251kg
キシレン 0.0022kg

石炭資源
採取 オイルコークス 0.119kg精製等

精製等
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表 5-109 ベールからコークス炉化学原料粒を製造するプロセスのインベントリデータ 

 
  

製造されたコークス炉化学原料粒はコークス炉に投入され、コークス、ガス、炭化水素油に 2：
4：4 の比率で分解された。コークス、ガス、炭化水素油が生成されるまでのインベントリデータ

は次のとおり。 

 

表 5-110 コークス炉化学原料粒からコークス、ガス、炭化水素油を製造する 
プロセスのインベントリデータ 

 

 
 また、炭化水素油は 25:15 でタール分と軽質油分に分かれ、軽質油分より BTX 分離がなされ

る。BTX 分離における環境負荷は H19 報告書を参照した。 
 

表 5-111 BTX 分離のインベントリデータ 
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（３） オリジナルシステムのインベントリデータ 
オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17

のとおり。また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 
 オリジナルシステムでは、原料炭がコークス炉に投入され、コークス、ガス、炭化水素油に分

解される。インベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-112 原料炭からコークス、ガス、炭化水素油を製造するインベントリデータ 

 

 

 炭化水素油のコールタールと軽質油の割合、BTX 分離工程の割合、BTX 分離における環境負荷

に関しては H19 報告書を参照した。 
炭化水素油から BTX 分離する際のインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-113 BTX 分離のインベントリデータ 

 
 

 ガスによる熱量差分については、C 重油ボイラから発生するガスで代替されるものとした。 
・C 重油（ガス分）＝（0.366 kg－0.053 kg）÷0.40kg/m3（ガス密度）×21.1MJ/m3（ガス単位発

熱量）×100÷90（ボイラ効率）÷41.7MJ/L（C 重油単位発熱量）＝0.440L 
 
 新規製造される C 重油はガスと炭化水素油由来の C 重油のリサイクルシステムとオリジナル

システムの差分から算出した。 
・C 重油（炭化水素油分）＝0.104kg（リサイクル）－0.005kg（オリジナル）＝0.099kg＝0.107L 
注）C 重油密度 0.940kg/L とした。 

・C 重油（合計）＝0.440L（ガス分）＋0.107L（炭化水素油分）＝0.547L 
 
 C 重油精製・燃焼におけるインベントリデータは次のとおり。 



 86 

 
表 5-114 C 重油精製・燃焼におけるインベントリデータ 

 

 

新規製造される BTX は、ベンゼン、トルエン、キシレンについて、リサイクルシステムとオリ

ジナルシステムの差分から算出した。 
・BTX（ベンゼン）＝0.108kg（リサイクル・ベンゼン）－0.004kg（オリジナル・ベンゼン） 

＝0.105kg（ベンゼン） 
・BTX（トルエン）＝0.026kg（リサイクル・トルエン）－0.001kg（オリジナル・トルエン） 

＝0.025kg（トルエン） 
・BTX（キシレン）＝0.0027kg（リサイクル・トルエン）－0.0005kg（オリジナル・トルエン） 

＝0.0022kg（トルエン） 
BTX の新規製造におけるインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-115 BTX の新規製造におけるインベントリデータ 

 

 

新規製造されるオイルコークスについても、リサイクルシステムとオリジナルシステムの差分

から算出した。 
・オイルコークス（炭化水素油）＝0.125kg（リサイクル）－0.005kg（オリジナル）＝0.119kg 
 オイルコークスの新規製造におけるインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-116 オイルコークスの新規製造におけるインベントリデータ 

 

 

 

（４） コークス炉化学原料化のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-117 コークス炉化学原料化のリサイクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-118  コークス炉化学原料化のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-119  コークス炉化学原料化の環境負荷削減効果 
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5.3  エネルギーリカバリー 
5.3.1  RPF利用 

（１） RPF 利用（収率 75%） 

RPF 利用（収率 75%）のシステム境界を下記に示す。 

 

 

図 5-9 RPF 利用（収率 75%）のシステム境界 
 

a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは、表 5-17 のとおり。 

また、ベールから RPF を製造するプロセスのインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-120 ベールから RPF を製造するプロセスのインベントリデータ 

 

 

製造した RPF を燃料として燃焼させ、残渣を埋立てる場合のインベントリデータは次のとお

り。 
 

リサイクルシステム

1.14 kg＝3.0MJ

オリジナルシステム

※実用単位をRPFが保有する熱量で統一。ボイラ効率等を考慮。

収集
運搬容リプラ

1 kg

ベール
化 運搬 ベール

投入
RPF製造

焼却廃棄

0.19 kg

RPF 0.77 kg＝3.0MJ

容リプラ
1 kg

単純焼却・
残渣埋立

収集
運搬

ベール
化 運搬 ベール

投入

石炭資
源

採取
石炭精製等

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

Input 原材料 ベール 1.00E+00 kg
ユーティリティー 電力 1.88E-01 kWh 1.80E+00 1.09E-01

Output 生成物 RPF 7.73E-01 kg
その他 残渣 2.27E-01 kg

合計 1.80E+00 1.09E-01
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表 5-121 RPF の単純焼却・残渣埋立におけるインベントリデータ 

 
 
 
 表 5-120 における残渣は単純焼却処理される。インベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-122 残渣を単純焼却処理する場合のインベントリデータ 

 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17
のとおり。また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 

製造した RPF は製紙会社等の RPF 専焼ボイラや石炭ボイラ等の固形物を対象としたボイラで

利用されることが多いことから石炭代替とした。この場合、代替される石炭は、RPF1kg に対し、

RPF の燃焼時のボイラ効率 88％（プラスチック処理促進協会データ）、石炭の燃焼時のボイラ効

率 90％（プラスチック処理促進協会データ）を加味し、 
石炭=39,105kJ/kg（RPF）×0.88÷0.9÷(26,600 kJ/kg（石炭）×0.975)=1.47kg 
となった。 

注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975  

これにより石炭焼却のインベントリデータは次のとおり。 
表 5-123 石炭燃焼のインベントリデータ 

 

 

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 RPF焼却 7.73E-01 kg 3.02E+01 2.30E+00
Output ユーティリティー 電力 1.00E-02 kWh 9.62E-02 5.83E-03

ユーティリティー LPG 1.55E-03 MJ 1.78E-03 1.17E-04
ユーティリティー B重油 2.08E-03 MJ 2.30E-03 1.72E-04
その他 残渣（埋立） 2.40E-02 kg 1.42E-02 8.70E-04

合計 3.03E+01 2.31E+00

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 残渣焼却 2.27E-01 kg 5.36E+00 4.04E-01
Output ユーティリティー 電力 2.95E-03 kWh 2.82E-02 1.71E-03

ユーティリティー LPG 4.55E-04 MJ 5.24E-04 3.45E-05
ユーティリティー B重油 6.11E-04 MJ 6.75E-04 5.06E-05
その他 残渣（埋立） 7.04E-03 kg 4.18E-03 2.56E-04

合計 5.40E+00 4.06E-01

活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

一般炭（燃焼） 1.14E+00 kg 3.09E+01 2.83E+00
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c） RPF 利用（収率 75%）のまとめ 

 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-124 RPF 利用（収率 75%）のリサイクルシステムの環境負荷 

 
 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-125  RPF 利用（収率 75%）のオリジナルシステムの環境負荷 

 
 

 環境負荷削減効果 

表 5-126  RPF 利用（収率 75%）の環境負荷削減効果 

 

 

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
RPF製造（収率75%） 1.80E+00 1.09E-01
RPF焼却・残渣埋立 3.03E+01 2.31E+00
残渣焼却埋立 5.40E+00 4.06E-01
合計 3.88E+01 2.89E+00

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
単純焼却・埋立 3.57E+01 2.71E+00
石炭焼却 3.09E+01 2.83E+00
合計 6.79E+01 5.61E+00

エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

削減効果（RPF利用（収率75%）） 2.91E+01 2.72E+00
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（２） RPF 利用（収率 89%ケース） 

RPF 利用（収率 89%）のシステム境界を下記に示す。 
 

 

図 5-10 RPF 利用（収率 89%）のシステム境界 

 

a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは表 5-17 のとおり。ま

た、ベールから RPF を製造するプロセスのインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-127 ベールから RPF を製造するプロセスのインベントリデータ 

 

 

製造した RPF を燃料として燃焼させ、残渣を埋立てる場合のインベントリデータは次のとお

り。 
 

表 5-128 RPF の単純焼却・残渣埋立におけるインベントリデータ 

 

 

リサイクルシステム

1.34 kg＝3.5MJ

オリジナルシステム

※実用単位をRPFが保有する熱量で統一。ボイラ効率等を考慮。

収集
運搬容リプラ

1 kg

ベール
化 運搬 ベール

投入
RPF製造

焼却廃棄

0.050 kg

RPF 0.91 kg＝3.6MJ

容リプラ
1 kg

単純焼却・
残渣埋立

収集
運搬

ベール
化 運搬 ベール

投入

石炭資源
採取 石炭精製等

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

Input 原材料 ベール 1.00E+00 kg
ユーティリティー 電力 1.88E-01 kWh 1.80E+00 1.09E-01

Output 生成物 RPF 9.10E-01 kg
その他 残渣 8.97E-02 kg

合計 1.80E+00 1.09E-01

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 RPF焼却 9.10E-01 kg 3.56E+01 2.71E+00
Output ユーティリティー 電力 1.18E-02 kWh 1.13E-01 6.86E-03

ユーティリティー LPG 1.82E-03 MJ 2.10E-03 1.38E-04
ユーティリティー B重油 2.45E-03 MJ 2.71E-03 2.03E-04
その他 残渣（埋立） 2.82E-02 kg 1.68E-02 1.02E-03

合計 3.57E+01 2.71E+00
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表 5-127における残渣は金属類であるため埋立処理を行う。インベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-129 残渣を埋立処理する場合のインベントリデータ 

 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17
のとおり。また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 

代替される石炭は、RPF 1kg に対し、RPF の燃焼時のボイラ効率 88％（プラスチック処理促

進協会データ）、石炭の燃焼時のボイラ効率 90％（プラスチック処理促進協会データ）を加味し、 
石炭=39,105kJ/kg（RPF）×0.88÷0.9÷(26,600 kJ/kg（石炭）×0.975)=1.47kg 
となった。 

注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975  

これにより石炭焼却のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-130 石炭焼却のインベントリデータ 

 

 

c） RPF 利用（収率 89%）のまとめ 

 リサイクルシステムの環境負荷 

 

表 5-131 RPF 利用（収率 89%）のリサイクルシステムの環境負荷 

 
 

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 残渣（埋立） 8.97E-02 kg 5.33E-02 3.26E-03
合計 5.33E-02 3.26E-03

活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

一般炭（燃焼） 1.34E+00 kg 3.63E+01 3.33E+00

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
RPF製造（収率89%） 1.80E+00 1.09E-01
RPF焼却・残渣埋立 3.57E+01 2.71E+00
残渣直接埋立 5.33E-02 3.26E-03
合計 3.89E+01 2.90E+00
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-132  RPF 利用（収率 89%）のオリジナルシステムの環境負荷 

 
 

 環境負荷削減効果 

表 5-133  RPF 利用（収率 89%）の環境負荷削減効果 

 

 

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
単純焼却・埋立 3.57E+01 2.71E+00
石炭焼却 3.63E+01 3.33E+00
合計 7.33E+01 6.11E+00

エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

削減効果（RPF利用（収率89%）） 3.45E+01 3.22E+00
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5.3.2  セメント焼成 
（１） セメント焼成（収率 75%） 

セメント焼成（収率 75%）のシステム境界を下記に示す。 

 

図 5-11 セメント焼成（収率 75%）のシステム境界 

 

a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは表 5-17 のとおり。 

また、ベールから二次破砕プラを製造するプロセスのインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-134 ベールから二次破砕プラを製造するプロセスのインベントリデータ 

 

 

製造した二次破砕プラをセメント製造における燃料として活用し、残渣は埋立てる場合のイン

ベントリデータは次のとおり。 
 

リサイクルシステム

オリジナルシステム

収集
運搬容リプラ

1 kg

ベール
化 運搬 ベール

投入
セメント焼成

前処理

焼却廃棄

0.19 kg

二次破砕プラ 0.77 kg＝3.0MJ

容リプラ
1 kg

単純焼却・
残渣埋立

収集
運搬

ベール
化 運搬 ベール

投入

1.17 kg＝3.0MJ石炭資源
採取 石炭精製等

※実用単位をセメント原燃料（二次破砕プラ）
が保有する熱量で統一。

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

Input 原材料 ベール 1.00E+00 kg
ユーティリティー 電力 1.90E-01 kWh 1.82E+00 1.10E-01
ユーティリティー 軽油 9.60E-04 L 3.97E-02 2.86E-03

Output 生成物 二次破砕プラ 7.73E-01 kg
その他 残渣 2.27E-01 kg

合計 1.86E+00 1.13E-01
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表 5-135 二次破砕プラの単純焼却・残渣埋立におけるインベントリデータ 

 
 

表 5-134 における残渣は単純焼却処理される。インベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-136 残渣を単純焼却処理する場合のインベントリデータ 

 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17
のとおり。また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 

製造した二次破砕プラは石炭代替とした。この場合、代替される石炭は、二次破砕プラ 1kg に

対し、 
石炭=339,112kJ/kg（二次破砕プラ）÷(26,600 kJ/kg（石炭）×0.975)= 1.51kg 

注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975  

となった。 
これにより石炭燃焼のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-137 石炭燃焼のインベントリデータ 

 
 
 

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 二次破砕プラ 7.73E-01 kg 3.02E+01 2.30E+00
Output ユーティリティー 電力 1.00E-02 kWh 9.62E-02 5.83E-03

ユーティリティー LPG 1.55E-03 MJ 1.78E-03 1.17E-04
ユーティリティー B重油 2.08E-03 MJ 2.30E-03 1.72E-04
その他 残渣（埋立） 2.40E-02 kg 1.42E-02 8.70E-04

合計 3.03E+01 2.31E+00

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 残渣焼却 2.27E-01 kg 5.36E+00 4.04E-01
Output ユーティリティー 電力 2.95E-03 kWh 2.82E-02 1.71E-03

ユーティリティー LPG 4.55E-04 MJ 5.24E-04 3.45E-05
ユーティリティー B重油 6.11E-04 MJ 6.75E-04 5.06E-05
その他 残渣（埋立） 7.04E-03 kg 4.18E-03 2.56E-04

合計 5.40E+00 4.06E-01

活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

一般炭（燃焼） 1.17E+00 kg 3.16E+01 2.89E+00
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c） セメント焼成（収率 75%）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-138 セメント焼成（収率 75%）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-139 セメント焼成（収率 75%）のオリジナルシステムの環境負荷 

 
 

 環境負荷削減効果 

表 5-140 セメント焼成（収率 75%）の環境負荷削減効果 

 

 

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
二次破砕プラ製造（収率75%） 1.86E+00 1.13E-01
二次破砕プラ焼却・残渣埋立 3.03E+01 2.31E+00
残渣焼却埋立 5.40E+00 4.06E-01
合計 3.89E+01 2.90E+00

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
単純焼却・埋立 3.57E+01 2.71E+00
石炭焼却 3.16E+01 2.89E+00
合計 6.86E+01 5.68E+00

エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

削減効果
（セメント焼成（収率75%）） 2.97E+01 2.78E+00
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（２） セメント焼成（収率 89%） 

セメント焼成（収率 89%）のシステム境界を下記に示す。 
 

 

図 5-12 セメント焼成（収率 89%）のシステム境界 

 

a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
容リプラの収集・運搬・ベール化するプロセスのインベントリデータは表 5-17 のとおり。ま

た、ベールから二次破砕プラを製造するプロセスのインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-141 ベールから二次破砕プラを製造するプロセスのインベントリデータ 

 

 

製造した二次破砕プラをセメント製造における燃料として活用し、残渣は埋立てる場合のイン

ベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-142 二次破砕プラの単純焼却・残渣埋立におけるインベントリデータ 

 
 

リサイクルシステム

オリジナルシステム

収集
運搬容リプラ

1 kg

ベール
化 運搬 ベール

投入
セメント焼成

前処理

焼却廃棄

0.050 kg

二次破砕プラ 0.91 kg＝3.6MJ

容リプラ
1 kg

単純焼却・
残渣埋立

収集
運搬

ベール
化 運搬 ベール

投入

1.37 kg＝3.6MJ石炭資源
採取 石炭精製等

※実用単位をセメント原燃料（二次破砕プラ）
が保有する熱量で統一。

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

Input 原材料 ベール 1.00E+00 kg
ユーティリティー 電力 1.90E-01 kWh 1.82E+00 1.10E-01
ユーティリティー 軽油 9.60E-04 L 3.97E-02 2.86E-03

Output 生成物 二次破砕プラ 9.10E-01 kg
その他 残渣 8.97E-02 kg

合計 1.86E+00 1.13E-01

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 二次破砕プラ 9.10E-01 kg 3.56E+01 2.71E+00
Output ユーティリティー 電力 1.18E-02 kWh 1.13E-01 6.86E-03

ユーティリティー LPG 1.82E-03 MJ 2.10E-03 1.38E-04
ユーティリティー B重油 2.45E-03 MJ 2.71E-03 2.03E-04
その他 残渣（埋立） 2.82E-02 kg 1.68E-02 1.02E-03

合計 3.57E+01 2.71E+00
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表 5-141における残渣は金属であるため埋立処理を行った。インベントリデータは次のとおり。 

 
表 5-143 残渣を埋立処理する場合のインベントリデータ 

 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 

オリジナルシステムにおける、容リプラの収集・運搬・ベール化のインベントリデータは表 5-17
のとおり。また、ベール単純焼却、残渣埋立のインベントリデータは表 5-21 のとおり。 

代替される石炭は、二次破砕プラ 1kg に対し、 
石炭=339,112kJ/kg（二次破砕プラ）÷(26,600 kJ/kg（石炭）×0.975)= 1.51kg 

注）真発熱量（低位発熱量） = 総発熱量（高位発熱量）× 0.975  

となった。 
 これにより石炭燃焼のインベントリデータは次のとおり。 
 

表 5-144 石炭燃焼のインベントリデータ 

 
 

 

c） セメント焼成（収率 89%）のまとめ 

 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-145 セメント焼成（収率 89%）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

入出力項目 活動量 エネルギー資源消費(MJ) CO2排出量(kg-CO2)

Input 原料 残渣（埋立） 8.97E-02 kg 5.33E-02 3.26E-03
合計 5.33E-02 3.26E-03

活動量 エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

一般炭（燃焼） 1.37E+00 kg 3.72E+01 3.40E+00

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
二次破砕プラ製造（収率89%） 1.86E+00 1.13E-01
二次破砕プラ焼却残渣埋立 3.57E+01 2.71E+00
残渣直接埋立 5.33E-02 3.26E-03
合計 3.89E+01 2.90E+00
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-146 セメント焼成（収率 89%）のオリジナルシステムの環境負荷 

 
 

 環境負荷削減効果 

表 5-147 セメント焼成（収率 89%）の環境負荷削減効果 

 

 

プロセス エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

収集・運搬 1.26E+00 6.97E-02
単純焼却・埋立 3.57E+01 2.71E+00
石炭焼却 3.72E+01 3.40E+00
合計 7.42E+01 6.19E+00

エネルギー資源消費
(MJ)

CO2排出量
(kg-CO2)

削減効果
（セメント焼成（収率89%）） 3.53E+01 3.29E+00
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5.3.3  発電焼却 
（１） 発電焼却（発電効率 12.81%ケース） 

 発電焼却（発電効率 12.81%）のシステム境界を下記に示す。 
 

 
図 5-13 発電焼却（発電効率 12.81%）のシステム境界 

 

a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
 容リプラの収集・運搬におけるインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-148 容リプラ 1kg を収集・運搬する場合のインベントリデータ 

 

 

 容リプラの 1kg の発電焼却による発電量は、表 4-10 の容リプラの単位発熱量および発電効率

より算出した。 
発電量＝容リプラの単位発熱量×電力換算×発電効率＝35.6MJ/kg÷3.6MJ/kWh×12.81% 
   ＝1.27kWh/kg 
これより、発電焼却のインベントリデータは次のとおり。 

収集
運搬

容リプラ

1 kg

発電焼却
効率12.81% 電力

焼却残渣埋立

0.031 kg
1.27 kWh

リサイクルシステム

収集
運搬

1 kg
単純焼却・残渣埋立

系統電力精製等

1.25 kWh

オリジナルシステム

資源
採取

※実用単位を発電電力量で統一
ただし、所内利用分を除く

発電所

容リプラ
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表 5-149 容リプラ 1kg を発電焼却する場合のインベントリデータ 

 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
 オリジナルシステムにおいては、容リプラは可燃ごみとして収集・運搬、単純焼却されると想

定。容リプラの収集・運搬のインベントリデータは表 5-148 と同じである。また、容リプラ 1 kg
を単純焼却・埋立てをする場合のインベントリデータは、ベール 1 kg を単純焼却・埋立てをする

場合のインベントリデータ（表 5-21）と同じである。 

 
 オリジナルシステムについては、発電した電力から所内利用分を差し引いた量の系統電力が必

要となる。 
 ・系統電力＝発電量－所内利用分＝1.27kWh – 0.0126kWh＝1.25kWh 
 系統電力の環境負荷は次のとおり 

 

表 5-150 系統電力の環境負荷 

 

 

c） 発電焼却（発電効率 12.81%ケース）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-151 発電焼却（発電効率 12.81%）のリサイクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-152 発電焼却（発電効率 12.81%）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-153 発電焼却（発電効率 12.81%）の環境負荷削減効果 
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（２） 発電焼却（発電効率 25%ケース） 
 現行のトップクラスの効率のゴミ焼却発電所では、25%の効率で発電できる。そこで、現行の

平均の 12.81%の発電効率が、今後の効率向上施策により 25%まで上昇したケースを想定し、削

減効果の比較を行う。 
 まず、発電焼却（発電効率 25%）のシステム境界を下記に示す。 
 

 
図 5-14 発電焼却（発電効率 25%）のシステム境界 

 

a） リサイクルシステムのインベントリデータ 
 容リプラの収集・運搬におけるインベントリデータは表 5-148 と同じである。 

 容リプラの 1kg の発電焼却による発電量は、容リプラの単位発熱量および発電効率より算出し

た。 
発電量＝容リプラの単位発熱量×電力換算×発電効率＝35.6MJ/kg÷3.6MJ/kWh×25% 
   ＝2.47kWh/kg 
これより、発電焼却のインベントリデータは次のとおり。 

 

表 5-154 容リプラ 1kg を発電焼却する場合のインベントリデータ 

 

 

b） オリジナルシステムのインベントリデータ 
 オリジナルシステムにおいては、容リプラは可燃ごみとして収集・運搬、単純焼却されると想

収集
運搬

容リプラ

1 kg

発電焼却
効率25% 電力

焼却残渣埋立

0.031 kg
2.47 kWh

リサイクルシステム

収集
運搬

1 kg
単純焼却・残渣埋立

系統電力精製等

2.46 kWh

オリジナルシステム

資源
採取

※実用単位を発電電力量で統一
ただし、所内利用分を除く

発電所

容リプラ
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定。容リプラの収集・運搬におけるインベントリデータは表 5-148 と同じである。また、容リプ

ラ 1 kg を単純焼却・埋立てをする場合のインベントリデータは、ベール 1 kg を単純焼却・埋立

てをする場合のインベントリデータ（表 5-21）と同じである。 
 オリジナルシステムについては、発電した電力から所内利用分を差し引いた量の系統電力が必

要となる。 
 ・系統電力＝発電量－所内利用分＝2.47kWh – 0.0126kWh＝2.46kWh 
 系統電力の環境負荷は次のとおり 

 

表 5-155 系統電力の環境負荷 

 

 

c） 発電焼却（発電効率 25%ケース）のまとめ 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 5-156 発電焼却（発電効率 25%）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 5-157 発電焼却（発電効率 25%）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 5-158 発電焼却（発電効率 25%）の環境負荷削減効果 

 
1.43E+00 
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6. 各処理手法における CO2排出量および CO2排出量削減効果の図示 
6.1  各処理手法における CO2排出量および CO2排出量削減効果のグラフ 

 5章で算出した各処理手法におけるリサイクルシステムおよびオリジナルシステムのCO2排出

量、環境負荷削減効果である CO2 排出量削減効果を棒グラフで整理する。なお、環境負荷削減効

果は CO2 排出量が負になるとして表現した。なお、図 6-6 および図 6-8 のグラフの縦軸の範囲

は他のグラフと異なる。 

 

 

6.1.1  マテリアルリサイクル 

（１） リターナブルパレット（新規樹脂代替、単純平均値ケース） 

  
図 6-1 リターナブルパレット（新規樹脂代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
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新規樹脂パレット（容リプラパレット代替）

製造

ベール単純焼却・残渣埋立

リターナブルパレット焼却・残渣埋立

リターナブルパレット製造

ペレット製造

収集・運搬・ベール化
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（２） リターナブルパレット（新規木材代替） 

 
図 6-2 リターナブルパレット（新規木材代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
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6.1.2  ケミカルリサイクル 

（１） 油化 

 

図 6-3 油化の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
 
（２） ガス化（アンモニア製造） 

 
図 6-4 ガス化（アンモニア製造）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
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（３） ガス化（燃焼） 

 
図 6-5 ガス化（燃焼）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 

 
（４） 高炉還元（コークス代替） 

 
図 6-6 高炉還元（コークス代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 

 
 高炉還元（コークス代替）は、銑鉄製造プロセスの環境負荷が他のプロセスと比較して膨大で

あるため、グラフで比較することに適していない。そこで、銑鉄製造についてオリジナルシステ

ムからリサイクルシステムの差分をオリジナルシステムに計上して再度グラフを作成した。 

-4.00E+00

-2.00E+00

0.00E+00

2.00E+00

4.00E+00

6.00E+00

8.00E+00

リサイクルシステム オリジナルシステム 環境負荷削減効果

CO
2排

出
量

[k
g-

CO
2/

kg
-容

リ
プ

ラ
] 環境負荷削減効果

C重油製造

ベール単純焼却・埋立

合成ガス化

収集・運搬・ベール化

-2.00E+01

0.00E+00

2.00E+01

4.00E+01

6.00E+01

8.00E+01

1.00E+02

1.20E+02

1.40E+02

リサイクルシステム オリジナルシステム 環境負荷削減効果

CO
2排

出
量

[k
g-

CO
2/

kg
-容

リ
プ

ラ
]

環境負荷削減効果

不足分C重油精製

炭化水素油分離

銑鉄製造（コークス投入）

ベール単純焼却・埋立

新規オイルコークス精製

新規ＢＴＸ精製

炭化水素油分離

銑鉄製造（高炉還元剤流投入）

高炉還元剤粒

収集・運搬・ベール化



 109 

 
図 6-7 高炉還元（コークス代替）（銑鉄製造プロセスは差分のみ）の CO2 排出量、CO2 排出

量削減効果 
 
（５） 高炉還元（微粉炭代替） 

 
図 6-8 高炉還元（微粉炭代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 

 
 高炉還元（微粉炭代替）についても、銑鉄製造プロセスの差をとり、リサイクルシステムに計

上して再度グラフを作成した。 

-4.00E+00

-2.00E+00

0.00E+00

2.00E+00

4.00E+00

6.00E+00

8.00E+00

リサイクルシステム オリジナルシステム 環境負荷削減効果

CO
2排

出
量

[k
g-

CO
2/

kg
-容

リ
プ

ラ
]

環境負荷削減効果

不足分C重油精製

炭化水素油分離

銑鉄製造（差分）

ベール単純焼却・埋立

新規オイルコークス精製

新規ＢＴＸ精製

炭化水素油分離

高炉還元剤粒

収集・運搬・ベール化

-5.00E+00

0.00E+00

5.00E+00

1.00E+01

1.50E+01

2.00E+01

2.50E+01

3.00E+01

リサイクルシステム オリジナルシステム 環境負荷削減効果

CO
2排

出
量

[k
g-

CO
2/

kg
-容

リ
プ

ラ
]

環境負荷削減効果

C重油精製・燃焼

銑鉄製造（微意粉炭投入）

ベール単純焼却・埋立

銑鉄製造（高炉還元剤粒投入）

高炉還元剤粒

収集・運搬・ベール化



 110 

 
図 6-9 高炉還元（微粉炭代替）（銑鉄製造プロセスは差分のみ）の CO2 排出量、CO2 排出量

削減効果 
 

（６） コークス炉化学原料化 

 
図 6-10 コークス炉化学原料化の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
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6.1.3  エネルギーリカバリー 

（１） RPF 利用 
a） RPF 利用（収率 75%） 

 

図 6-11 RPF 利用（収率 75%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
 

b） RPF 利用（収率 89%） 

 

図 6-12  RPF 利用（収率 89%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
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（２） セメント焼成 
a） セメント焼成（収率 75%） 

 

図 6-13  セメント焼成（収率 75%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
 

b） セメント焼成（収率 89%） 

 
図 6-14  セメント焼成（収率 89%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
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（３） 発電焼却 
a） 発電焼却（発電効率 12.81%） 

 
図 6-15 発電焼却（発電効率 12.81%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 

 
b） 発電焼却（発電効率 25%） 

 
図 6-16 発電焼却（発電効率 25%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果 
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6.2  各処理手法における CO2排出量および CO2排出量削減効果の図示 

 先ほどの棒グラフでは、リサイクルシステムの各プロセスが、オリジナルシステムのどのプロ

セスを代替しているのか、どのプロセスで排出しているのか、といった全容を直ぐには理解でき

ないという課題がある。そこで、システム境界の図に CO2 排出量を記載し、リサイクルにより

代替するプロセスの CO2 排出量も併記することで、CO2 がどのプロセスから排出されているか

を直感的に把握できる図を作成した。なお、CO2 排出量は、大きさに応じて 3 段階の矢印で示

した。 
 
6.2.1  マテリアルリサイクル 

（１） リターナブルパレット（新規樹脂代替、単純平均値ケース） 

 
図 6-17 リターナブルパレット（新規樹脂代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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（２） リターナブルパレット（新規木材代替） 

 

図 6-18 リターナブルパレット（新規木材代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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6.2.2  ケミカルリサイクル 

（１） 油化 

 

図 6-19 油化の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
 

 

（２） ガス化（アンモニア製造） 

 

図 6-20 ガス化（アンモニア製造）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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（３） ガス化（燃焼） 

 

図 6-21 ガス化（燃焼）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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（４） 高炉還元（コークス代替） 

 

図 6-22 高炉還元（コークス代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
 

 

収集
運搬容リプラ

1 kg

高炉還
元剤粒

残渣処理
（エネルギーリカバリー）

0.23 kg コークス炉

高炉

素材製
造

鉄鉱石

コークス
炭化水素

油

銑鉄

原料炭石炭資
源採取

精製等石炭資源
採取

べール
化 運搬 べール

投入

ガス

ベンゼン 0.397kg
トルエン 0.113kg
キシレン 0.056kg

軽油分

タール分

オイルコークス
0.619kg

BTX分
離

C重油
0.516kg

BTX分
離

ベンゼン
0.009kg
トルエン

0.003kg
キシレン

0.002kg

精製等石炭資源
採取 オイルコークス 0.014kg

0.77kg

77.3kg

447MJ

1.7kg

プロセス① プロセス②

プロセス③

プロセス④

プロセス⑤

プロセス⑥

プロセス⑥（不足分）

プロセス④（不足分）

0.041
kg-CO2

0.022
kg-CO2

0.0073
kg-CO2

11.9kg-CO2

0.12
kg-CO2

0.051
kg-CO2

0.053
kg-CO2

リサイクルシステム

生成物の焼却
処理による排
出は、全て高
炉側に寄せて

いる。

発電焼却

RPF利用

セメント焼成

0.053kg

0.13kg 0.23kg-CO2

0.10kg-CO2

0.026kg

0.04kg-CO2

プロセス⑧

プロセス⑨

プロセス⑩

単純焼却
プロセス⑦

0.015kg

容リプラ
1 kg

コークス炉 高炉
素材製

造

鉄鉱石

コークス

ガス

銑鉄
原料炭石炭資

源採取

精製等原油資
源採取

単純焼却・残渣埋立収集
運搬

ベール
化 運搬 ベール

投入

炭化水素油

ベンゼン 0.406kg
トルエン 0.116kg
キシレン 0.058kg

軽油分

タール分

オイルコークス
0.633kg

BTX分
離

C重油
0.527kg

77.3kg

445MJ

1.74kg

Ｃ重油 0.031L(2.0MJ分)

プロセス①代替

プロセス②代替

プロセス③代替

プロセス④代替

プロセス⑤代替

プロセス③、⑤代替

プロセス⑥代替

2.7kg-CO2

12.0
kg-CO2

0.12kg-CO2

0.10
kg-CO2

オリジナルシステム

生成物の焼却
処理による排
出は、全て高
炉側に寄せて

いる。

0.07kg-CO2

石炭
0.05 kg

資源
採取

素材製造

系統電力精製等資源
採取 発電所

プロセス⑧代替 0.72kg-CO2

プロセス⑨代替

石炭
0.12 kg

資源
採取

素材製造
プロセス⑩代替

0.11kg-CO2

0.29kg-CO2



 119 

（５） 高炉還元（微粉炭代替） 

 

図 6-23 高炉還元（微粉炭代替）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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（６） コークス炉化学原料化 

 

図 6-24 コークス炉化学原料化の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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6.2.3  エネルギーリカバリー 

（１） RPF 利用 

a） RPF 利用（収率 75%） 

 

図 6-25 RPF 利用（収率 75%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
 

b） RPF 利用（収率 89%） 

 

図 6-26 RPF 利用（収率 89%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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（２） セメント焼成 

a） セメント焼成（収率 75%） 

 

図 6-27 セメント焼成（収率 75%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 

 

b） セメント焼成（収率 89%） 

 

図 6-28 セメント焼成（収率 89%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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（３） 発電焼却 

a） 発電焼却（発電効率 12.81%） 

 

図 6-29 発電焼却（発電効率 12.81%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 

 

b） 発電焼却（発電効率 25%） 

 
図 6-30 発電焼却（発電効率 25%）の CO2 排出量、CO2 排出量削減効果の図示 
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7. 分析 
7.1  マテリアルリサイクルの再商品化における残渣処理の環境負荷削減効果の割合 
 マテリアルリサイクルのリターナブルパレット（新規樹脂代替）においては、約 48%が残渣と

なる。残渣は一定の比率に基づきエネルギーリカバリーの手法（発電焼却・RPF 利用・セメント

焼成）により処理される（図 3-5）。つまり、リターナブルパレット（新規樹脂代替）の環境負荷

削減効果は、容リプラ由来のパレット製造が新規樹脂由来のパレット製造を代替する効果と、残

渣のエネルギーリカバリーにより処理による効果が含まれている。 
 そこで、容リプラ由来のパレット製造による環境負荷削減効果と残渣のエネルギーリカバリー

による環境負荷削減効果を切分けて算出することを試みた。 
 
（１） 残渣のエネルギーリカバリーによる環境負荷削減効果 
a） RPF 利用の環境負荷削減効果 
 RPF 利用による残渣処理量を 1kg として、環境負荷削減効果を算出した。なお、金属類の埋立

てによる環境負荷は別途算出して、最後に全ての処理手法の環境負荷削減効果と合わせた。 
 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 7-1 RPF 利用（マテリアルリサイクル残渣処理）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 7-2  RPF 利用（マテリアルリサイクル残渣処理）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 7-3  RPF 利用（マテリアルリサイクル残渣処理）の環境負荷削減効果 

 

 
b） セメント焼成の環境負荷削減効果 
 セメント焼成による残渣処理量を 1kg として、環境負荷削減効果を算出した。 
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 リサイクルシステムの環境負荷 

表 7-4 セメント焼成（マテリアルリサイクル残渣処理）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 7-5 セメント焼成（マテリアルリサイクル残渣処理）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 7-6 セメント焼成（マテリアルリサイクル残渣処理）の環境負荷削減効果 

 
 
c） 発電焼却の環境負荷削減効果 
 発電焼却による残渣処理量を 1kg として、環境負荷削減効果を算出した。なお、発電効率は

12.81%とした。 
 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 7-7 発電焼却（マテリアルリサイクル残渣処理）のリサイクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 7-8 発電焼却（マテリアルリサイクル残渣処理）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 7-9 発電焼却（マテリアルリサイクル残渣処理）の環境負荷削減効果 

 
 
d） 残渣のエネルギーリカバリーによる環境負荷削減効果 
 表 3-1 のマテリアルリサイクルの残渣の処理割合、および金属類の直接埋立てを加味して残渣

0.48kg の環境負荷削減効果を算出した。 
 

表 7-10 マテリアルリサイクルの残渣のエネルギーリカバリーによる環境負荷削減効果 

 
 
（２） マテリアルリサイクルの再商品化における残渣処理の環境負荷削減効果の割合 
 5.1.2 のマテリアルリサイクル（新規樹脂代替）の環境負荷削減効果から、（１）で求めた残渣

のエネルギーリカバリーによる環境負荷削減効果を差引くことで、容リプラ由来のパレット製造

による環境負荷削減効果を算出した。併せて、全体のマテリアルリサイクル（新規樹脂代替）に

対する、両者の環境負荷削減効果の割合も算出した。 
 
表 7-11 容リプラ由来のパレット製造、残渣によるエネルギーリカバリーの環境負荷削減効果

および全体の環境負荷削減効果に占める割合 

 
 
 以上のことから、マテリアルリサイクル（新規樹脂代替）においては、パレットの製造による

環境負荷削減効果より、残渣のエネルギーリカバリーによる環境負荷削減効果の方が大きいこと



 127 

が分かった。ただし、今回の評価では考慮していないが、製造した容リプラ由来のパレットおよ

び新規樹脂のパレットについては、いずれも使用後にもリサイクル可能であり、その際に環境負

荷削減効果が生じることに留意が必要である。 
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7.2  ベール組成の変動による環境負荷削減効果の分析 

 ベール組成はバラつきがあり、組成に応じて収率や環境負荷削減効果に影響を与える。そこで、

ベール組成変動による影響を検討した。 
 
（１） 対象 
 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値ケース）および発電焼却（発電効率

12.81%）の 2 ケースで分析を試みた。ケミカルリサイクルは、本評価において組成と生成物量が

連動していないため今回は対象外とした（生成物量は H19 報告書を引用）。 
 
（２） ベール組成 
 ベール組成について、H19 報告書にマテリアルリサイクルの再商品化率の事業者ごとの変動幅

は 46％～60％程である、と記載されていることから、再商品化製品の収率が 45%～60%となるよ

うに下記の条件で成分組成を変動させた。 
 ・ベースケースのマテリアルリサイクルで設定した再商品化製品・残渣の成分割合と同じ。 
これにより、収率 45%および収率 60%となるベール組成は次のとおりとなった。なお、これまで

の評価で利用したベースケースにおける収率は 51%である。 
 

表 7-12 各ケースにおけるベールの成分割合 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

収率 45%ｹｰｽ 22.9% 25.5% 21.7% 16.7% 1.0% 4.2% 8.0% 100.0% 

収率 60%ｹｰｽ 28.2% 31.4% 18.4% 12.0% 0.8% 3.0% 6.2% 100.0% 

ベースケース 25.0% 27.8% 20.4% 14.8% 0.9% 3.7% 7.3% 100.0% 

 
（３） リターナブルパレット（新規樹脂代替） 

a） 成分設定 
 両ケースにおける、再商品化製品と残渣の設定割合は次のとおりである。 
 

表 7-13 収率 45%ケースにおける再商品化製品と残渣の設定割合 
 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

再商品化製品  19.2% 21.3% 4.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 45.8% 

残渣  3.7% 4.2% 17.2% 16.7% 1.0% 4.2% 7.2% 54.2% 

合計  22.9% 25.5% 21.7% 16.7% 1.0% 4.2% 8.0% 100.0% 

 
表 7-14 収率 60%ケースにおける設定再商品化製品と残渣の設定割合 

 PE PP PS PET PVC その他 水分 合計 

再商品化製品  25.5% 28.4% 6.1% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0% 61.0% 

残渣  2.7% 3.0% 12.3% 12.0% 0.8% 3.0% 5.2% 39.0% 

合計  28.2% 31.4% 18.4% 12.0% 0.8% 3.0% 6.2% 100.0% 
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b） 環境負荷削減効果（収率 45%ケース） 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 7-15 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値、収率 45%ケース）のリサ

イクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 7-16 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値、収率 45%ケース）のオリ

ジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 7-17 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値、収率 45%ケース）の環境

負荷削減効果 

 

 

c） 環境負荷削減効果（収率 60%ケース） 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 7-18 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値、収率 60%ケース）のリサ

イクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 7-19 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値、収率 60%ケース）のオリ

ジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 7-20 リターナブルパレット（新規樹脂代替、代替率単純平均値、収率 60%ケース）の環境

負荷削減効果 
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（４） 発電焼却（発電効率 12.81%） 
a） 環境負荷削減効果（収率 45%ケース） 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 7-21 発電焼却（発電効率 12.81%、収率 45%ケース）のリサイクルシステムの環境負荷 

 

 

 オリジナルシステムの環境負荷 

表 7-22 発電焼却（発電効率 12.81%、収率 45%ケース）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 7-23 発電焼却（発電効率 12.81%、収率 45%ケース）の環境負荷削減効果 

 
 

b） 環境負荷削減効果（収率 60%ケース） 
 リサイクルシステムの環境負荷 

表 7-24 発電焼却（発電効率 12.81%、収率 60%ケース）のリサイクルシステムの環境負荷 
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 オリジナルシステムの環境負荷 

表 7-25 発電焼却（発電効率 12.81%、収率 60%ケース）のオリジナルシステムの環境負荷 

 

 

 環境負荷削減効果 

表 7-26 発電焼却（発電効率 12.81%、収率 60%ケース）の環境負荷削減効果 
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（５） ベール組成の変動による環境負荷削減効果の分析まとめ 

 （３）～（４）の結果をグラフにして整理する。 
 

 

 
図 7-1 ベール組成を変動させたときの CO2 排出量削減効果およびエネルギー資源消費削減効

果 
 
 収率を変動させたが、リターナブルパレット（新規樹脂代替）では、CO2 排出量削減効果に

ほとんど影響を与えなかった。これは、収率向上によるパレットの代替効果の向上と、残渣減少

による残渣のエネルギーリカバリーによる代替効果の低下が打消しあったためであると考えられ

る。 
 発電焼却については、収率に応じたベール中の PE,PP の割合の増減に伴い、発電量が増減し

たことの影響により、環境負荷削減効果が多少は増減したが、大きな影響ではなかった。 
 以上より、ベール組成の変動はマテリアルリサイクルや発電焼却における環境負荷削減効果に

大きな影響を与えないことが分かった。今回、最新のベール組成の 1 ケースだけで評価を実施し

ているが、組成の影響は小さいため特段の問題はないと言える。 
 また、5.1 の結果や 5.3.3 の結果も踏まえると、マテリアルリサイクルにおいては代替率や代

替する素材が、発電焼却については発電効率が、環境負荷削減効果に影響を与えていると言え

る。将来的に処理手法の環境負荷削減効果を高めていくことためには、これらの影響の大きいパ
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ラメータの改善を目指すことが重要であろう。 
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8. まとめ 
（１） 実施内容まとめ 

本評価では、混合プラスチックの代表的存在であるプラスチック製容器包装を投入原料として

統一し、再商品化手法（マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル）およびエネルギーリカバ

リーの環境負荷削減効果（①CO2 排出量削減効果、②エネルギー資源消費削減効果）について、

LCA による評価を実施した。なお、評価の方針、結果の分析等は、WG にて検討した。 
本評価においては、日本容器包装リサイクル協会の平成 19 年 6 月の「プラスチック製容器包

装再商品化手法に関する環境負荷等の検討」におけるシステム境界や代替物、インベントリデー

タを引用した。ただし、下記の点については見直しを実施した。 
① システム境界の始点を家庭からの容リプラの排出まで拡大。 
② 対象とする処理手法に発電焼却（ごみ発電）を追加、発電効率を更新、将来展望を追加。 
③ マテリアルリサイクルのリターナブルパレット（新規樹脂代替）について、パレット重量、代

替率を更新。 
④ 容リプラ組成を最近のデータ（伊勢崎市）データに更新。 
⑤ マテリアルリサイクルおよびケミカルリサイクルの高炉還元について、最新の残渣利用方法

を実態に合わせて更新。 
⑥ 原単位データベースについて IDEA V2.2 を使用。 
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（２） LCA 評価結果まとめ 

 容リプラ 1kg を投入した場合の各処理手法の CO2 排出量削減効果およびエネルギー資源消費

削減効果は次のとおり。 
 

 

 
図 8-1 各処理手法の CO2 排出量削減効果およびエネルギー資源消費削減効果 

（※MR：マテリアルリサイクル、CR：ケミカルリサイクル、ER：エネルギーリカバリー） 
 
 一部の処理手法については、これまでの算定結果に基づき下記のようにパラメータを変動させ

た。 
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• リターナブルパレット（新規樹脂代替）：代替率を最小～最大まで変動。ベースは代替率単純

平均値。 
• RPF 利用：収率を 75%から 89%まで変動。ベースは収率 75%と 89%の平均。 
• セメント焼成：収率を 75%から 89%まで変動。ベースは収率 75%と 89%の平均。 
• 発電焼却：発電効率 12.81%ケースをベースとして、発電効率 25%ケースもプロット。 
 
 
（３） 考察 
 家庭から排出されるプラスチック製容器包装の各処理方法の環境負荷をLCA手法にて評価し

た結果、エネルギーリカバリー、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクルの各手法の環境

負荷削減効果を算定できた。 
 

 エネルギーリカバリー 
エネルギーリカバリーは、RPF 利用、セメント焼成、発電焼却の 3 種類を対象とした。 
 RPF 利用 

RPF 利用は、廃プラスチックをペレット状に加工し、主に石炭代替としてボイラ等で使

用する手法であり、汎用性は高い。RPF 利用の CO2 排出量削減効果は、2.7～3.2kg-CO2
であり、高い CO2 削減効果を示すケミカルリサイクルの高炉還元と同等、コークス炉化

学原料化に迫る高い削減効果を示した。 
 セメント焼成 

セメント焼成は、セメント製造プロセスのセメントキルンに、燃料として投入される石炭

代替として、廃プラスチックを投入する手法である。セメント焼成の CO2 排出量削減効

果は、2.8～3.3kg-CO2 であり、RPF と同等の高い削減効果を示した。 
 発電焼却 

今回評価した発電焼却は、家庭から可燃ごみとして排出された廃棄物の中に含有される

廃プラスチックを対象とした。発電焼却の CO2 排出量削減効果は、日本の平均レベルの

発電効率 12.81%では、0.7kg-CO2 であり、今回評価を行った処理方法の中では最も低い

レベルの 1 つではあるものの、CO2 排出量削減効果が出ることを示した。日本で稼働し

ている可燃ごみの発電焼却施設で発電効率が高い施設は、発電効率 25%程度であるが、

この発電効率の場合、CO2 排出量削減効果は、1.4kg-CO2 となる。これは、ケミカルリ

サイクル、マテリアルリサイクルの CO2 削減効果が高くない手法と同じレベルになる。 
RPF 利用やセメント焼成が、エネルギー利用効率が高いことに比較して、（可燃ごみの）

発電焼却は発電効率が低い（エネルギー利用効率が低い）こと、および、RPF 利用やセ

メント焼成では石炭を代替するが、（可燃ごみの）発電焼却では系統電力を代替すること

が、CO2 削減効果を低くしている。一方で、食品残渣から分離することが困難なプラス

チックの処理方法としては、焼却は必須であることも事実である（日本では、埋立は、土

地確保が困難、衛生上の問題があるなどの理由で難しい）。今回、発電焼却の処理手法を

用いることで一定の CO2 削減効果が得られることがわかった。 
また、可燃ごみの発電焼却は、日々発電効率の向上努力がなされており、海外の発電焼却
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施設は、発電効率が日本より高く、コジェネレーションを取り入れているとの情報もある。

今後、他の処理方法と同等の削減効果を得られるよう、日本の可燃ごみの発電焼却施設の

発電効率のさらなる向上につながる取り組みを期待したい。 
 

 マテリアルリサイクル 
マテリアルリサイクルは、容リプラの処理実績が最も大きいリターナブルパレットを取り上

げて評価した。 
 マテリアルリサイクルにおいては、代替する製品の素材や、容リプラに対するバージン

樹脂の代替率が、環境負荷削減において重要な要因であることが分かった 
 マテリアルリサイクルは、投入原料の約半分は残渣となり、これがエネルギーリカバリ

ーにより処理される。今回の環境負荷削減効果には、約半分の原料からなるパレット製

造による削減効果と、約半分の残渣のエネルギーリカバリーによる削減効果が含まれて

いる。 
約半分の原料からなるパレット製造による環境負荷削減効果と、約半分の残渣のエネル

ギーリカバリーによる環境負荷削減効果を比較すると、残渣のエネルギーリカバリーの

方が、環境負荷削減効果が大きかった。 
 

 ケミカルリサイクル 
ケミカルリサイクルは、コークス炉化学原料化、高炉還元、ガス化、油化の 4 種類を対象とし

た。 
 コークス炉化学原料化 

コークス炉化学原料化は、製鉄プロセスのコークス炉に投入する石炭代替として廃プラスチ

ックを投入する手法である。コークス炉化学原料化は、CO2 排出量削減効果が、3.2kg-CO2
であり、処理手法の中で最も高い CO2 負荷削減効果を示した。 
削減効果が大きくなった理由は、コークス炉に投入する石炭の代わりに廃プラスチックを投

入するため、本来、投入された石炭が CO2 となって排出されるところ、排出されなくなった

こと、炭化水素油が副製品として生成し、重油を代替するため重油が CO2 となって排出され

るところ排出されなくなったこと、および製品収率が 89％と高いことである。 
 高炉還元 

 高炉還元（コークス代替） 
高炉還元（コークス代替）は、CO2 排出量削減効果 3.2kg-CO2 であり、コークス炉化学

原料化と同等の、高い削減効果を示した。 
削減効果が大きかった理由は、銑鉄製造工程において使用されることに起因する。これ

は本来、還元剤にコークスを使用する際、他の化石燃料などと比較して多くの CO2 が排

出されるところ、排出されなくなることによる。 
 高炉還元（微粉炭代替） 

高炉還元（微粉炭代替）は、製鉄プロセスの高炉に投入する微粉炭代替として廃プラス

チックを投入する手法である。高炉還元（微粉炭代替）の CO2 排出量削減効果は 2.5kg-
CO2 で、やや小さいものの、各処理手法の中では、比較的高い削減効果を示した。 
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微粉炭は、コークスと比較して発熱量が小さいこと、副製品を生成しないことから、コ

ークス代替より、削減効果が小さかった。 
 ガス化 

ガス化とは、廃プラスチックを高温で熱分解し、ガス状の製品（水素、一酸化炭素）を得る

手法である。製品であるガスの使用方法によって、ガス化（アンモニア製造）とガス化（燃

焼）に分かれる。 
 ガス化（アンモニア製造） 

ガス化（アンモニア製造）の CO2 排出量削減効果は、2.1kg-CO2 であり、各手法との比

較では、中間レベルの CO2 排出量削減効果であった。ガス化（アンモニア製造）では、

アンモニア製造の原料である精製ガス（天然ガス由来）の代わりに廃プラスチックの熱

分解ガスを使用する。本来、精製ガス（天然ガス由来）からアンモニアを生成する際の

副製品である炭酸ガスが大気中に排出されるところ、排出されなくなったことが削減効

果となっている。 
天然ガス由来の精製ガスを代替していることが、石炭を代替しているコークス炉還元、

高炉還元と比較して、削減効果が小さい理由の一つである。 
 ガス化（燃焼） 

ガス化（燃焼）の削減効果は、1.6kg-CO2 であり、各手法との比較では、中位に位置す

る。 
燃料としての重油の代替であり、化学プロセスを経て製造されるアンモニアなどの製品

を代替するのと比較すると、削減効果は小さい。 
 油化 

油化とは、廃プラスチックを高温で熱分解し、油状の製品（軽質油、中質油、重質油）を得る

手法である。ガス化法が 1000℃以上の高温で熱分解するのに対し、油化は 400～500℃程度

の温度で熱分解する。製品の用途としては、燃料として使用されるほか、ナフサ代替化学原

料としての使用も検討されてきた。ここでは、燃料としての使用について評価した。 
CO2 削減効果は、1.4kg-CO2 であり、各手法の比較では、中位に位置した。 
ただし、今回の評価に使用したデータは、北海道の工場のものを使用しており、寒冷地であ

ることから、エネルギーロスが大きく、小さめの値となっている可能性がある。 
 
 以上をまとめると、一定程度の効率を持ったエネルギーリカバリーは、マテリアルリサイクル

およびケミカルリサイクルと環境負荷削減効果において、劣るものではないことが分かった。 
 
 なお、環境負荷の内、エネルギー資源消費の結果については、CO2 削減効果の結果と比較する

と、同じ傾向がみられた。ただし、代替しているものが、石炭、石油などの、燃焼時の発熱量のわ

りに炭素含有率が高いものの場合は、エネルギー資源消費に対して、CO2 削減効果が相対的に大

きくなり、天然ガスのような燃焼時の発熱量のわりに炭素含有率が小さいものの場合では、エネ

ルギー資源消費に対して、CO2 削減効果が相対的に小さくなる傾向が見られた。 
 



 140 

9. 今後の課題 

 今後、プラスチック資源循環が推進されていく中で、随時、廃プラスチックの有効利用方法ご

とに、環境負荷を LCA 手法で比較評価し、指針とする。 
 プラスチック関連のインベントリデータを継続的に更新し、LCA 評価の精度を向上させる。 
 海外に情報発信し、意見交換することで、LCA 評価の技術的側面や日本のプラスチック資源

循環のレベルの向上を図る。 
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